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1はじめに

I n t r o d u c t i o n

　直方市は、石炭産業の隆盛期であった明治・大正時代、日本の近代化に大きく貢献するとともに、
交通の要衝として多くの人やモノが行き交い、石炭の集散地として成長を遂げてきました。エネル
ギー革命以降も、こうした歴史の変遷とともに築かれた中心市街地や公共交通機能は今日まで受
け継がれ、石炭産業とともに発展した基幹産業である製造業をはじめ、市内に集積する商業、サー
ビス業、農業、医療・福祉など、幅広い産業が本市の発展を支えてきました。
　しかし、人口減少や少子高齢化の進行、第4次産業革命と言われる技術革新の進展、経済のグ
ローバル化など、社会経済状況が大きく変化する中、新型コロナウイルス感染症という新たな感染
症のパンデミックに加え、新たな国際紛争は世界経済にも大きな影響を及ぼし、我が国の社会や経
済は大きな打撃を受けており、本市でも物価高騰対策やデジタル技術等の導入支援などに取り組
んできたところです。
　一方、気候変動対策は待ったなしの対応が求められています。エネルギー源が化石燃料から再
生可能エネルギーなどにシフトする中、産業界としても、この世界的な脱炭素化に向けた取組みが
急速に進んでおり、企業の社会的責任を果たすだけでなく、サプライチェーンに踏みとどまるために
も積極的な取組みが求められています。本市としても、こうした激変する環境下で、どのようにして地
域の経済を維持し、さらに発展させていくかは、持続可能な地域社会の発展を目指す上でも重要な
課題であると認識しています。
　そのため今、国連で平成27（2015）年に採択された「持続可能な開発目標」であるSDGsを実
践するべく、本市は令和4（2022）年にSDGs未来都市に選定され、取組みを進めているところです。
SDGsの達成に向けて、資源循環型社会を実現するためには、ものづくりや消費の現場での生活様
式等の変革が急務であり、物質的な豊かさよりも、よりよく生きる「Well-being」の増大が求められ
ています。
　特に、本市に脈 と々根付くものづくりの精神を大切にしながら、新たな付加価値を創出し、よりよ
く生きる「Well-being」の実現のため、既存産業の変革と、新しい時代を切り拓く産業育成を通し
て、成長を実現するまちを目指し、このビジョンに沿って施策を展開して参ります。皆様方のご理解
とご協力をよろしくお願いいたします。
　最後に、本計画の策定にあたり、アンケート、ワークショップ等を通じて、貴重なご意見をお寄せ
いただいた事業者の方々はじめ、様々な視点からのご提言により、ご審議をいただいた直方市産業
振興審議会委員の皆様に心から厚く御礼申し上げます。

令和5年3月

はじめに

直方市長
大塚 進弘



2 第2次直方市産業振興ビジョン・アクションプラン 2023-2027

第1章
C h a p t e r  1

　本市では、第1次直方市産業振興ビジョン（平成27（2015）年3月策定、平成27（2015）年から令
和7（2025）年の10年間）およびアクションプラン（平成28（2016）年3月策定、平成28（2016）年から
令和6（2024）年の9年間）において、「成長力のある人材を育成し、にぎわいを創出する産業振興を
目指す」ことを基本方針とし、人材育成や地域産業のブランド化を中心とした取組みを実施してきま
した。
　しかし、急速に進行する人口減少や少子高齢化、情報・IT技術の高度化、社会のグローバル化、
SDGsに対する取組みの推進、Society5.0の到来による第4次産業革命の進展など、昨今の急激な
社会経済状況の変化と、これらの状況が及ぼす様々な経済活動への影響は、地域経済を支える事
業者にとっても、非常に厳しい状況をもたらしています。
　また、令和2（2020）年に全世界に感染が拡大した「新型コロナウイルス感染症」の影響により、「新
しい生活様式」に対応した事業展開や副業・兼業やフリーランスなど多様な働き方に対応した職場
環境の改善への取組みが急速に進んでいます。
　このような中、本市では、令和3（2021）年3月に「第6次直方市総合計画」を策定し、「ひと」・「ま
ち」・「自然」の各分野について、時代の流れを捉え、社会変化に積極的に対応し、地域経済の発展
や地域課題等の解決に取組むため、横展開による連携を進め、共創することで、持続可能性を高め、
未来に繋がるまちづくり推進に取り組んでいます。この取組みが評価され、令和4（2022）年に県内
で5都市目にあたるSDGs未来都市に選定されました。
　また、令和4（2022）年2月に第1回目となる「2022直方市環境サミット」を開催し、ゼロカーボンシ
ティ宣言を行い、市民や事業者と協力して二酸化炭素実質排出ゼロを目指して取り組むことを掲げ
ています。製造業の割合の高い本市において、二酸化炭素削減の取り組みは事業者の理解と実行
なしにはカーボンニュートラル実現は難しいことから、市と事業者との連携は不可欠であると考えて
います。
　こうした現状を踏まえ、急激に変化する社会経済状況下においても地域経済を維持し、将来を
見据えて事業成長を牽引させていくために、今後取り組むべき産業振興について、SDGsやカーボン
ニュートラルなどの視点も取り入れた、基本方針と具体的な取組みを示すことが求められています。
　よって、現在は第1次直方市産業振興ビジョン及びアクションプランの期間中ではありますが、社
会経済状況が大きく変動する中、計画自体の抜本的な見直しが必要と判断し、今回、第2次直方市
産業振興ビジョン及びアクションプランを策定します。

　本計画は、「第6次直方市総合計画」（令和3（2021）年度～令和12（2030）年度）における産業振
興関連施策を一層具体的に示すものであり、「第2期直方市まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和
3（2021）年度～令和7（2025）年度）の実効性を高め、産業振興による地方創生を目的に策定する
ものです。

策定にあたって

　1  策定の趣旨

　2  計画の位置づけ



3第1章　策定にあたって

図表1－1　第2次直方市産業振興ビジョン・アクションプランの位置づけ

　本計画は、本市の5年後の将来を見据え、令和5（2023）年度から令和9（2027）年度までの5年
間を計画期間とします。
　なお、策定後、社会経済情勢等の変化に対応するため、必要に応じ見直しを行うこととします。

　また、「直方市都市計画マスタープラン」「直方市立地適正化計画」「直方市観光基本計画」など、
本市の各分野別計画に記載されている産業振興関連施策とも十分に整合を図りながら、国や福岡
県の関連計画等を踏まえた計画とします。
　さらに、直方市中小企業振興条例（平成24年10月施行）の基本理念を踏まえ、本市経済の発展
ならびにそれを支える市内事業者のさらなる成長発展を図るため、具体的かつ効果的な施策を実
施します。

　3  計画期間

3 
 

また、「直方市都市計画マスタープラン」「直方市立地適正化計画」「直方市観光基本計

画」など、本市の各分野別計画に記載されている産業振興関連施策とも十分に整合を図り

ながら、国や福岡県の関連計画等を踏まえた計画とします。 

さらに、直方市中小企業振興条例（平成 24年 10月施行）の基本理念を踏まえ、本市経

済の発展ならびにそれを支える市内事業者のさらなる成長発展を図るため、具体的かつ効

果的な施策を実施します。 

 

図表１－１ 第２次直方市産業振興ビジョン・アクションプランの位置づけ 

 

 

 

３ 計画期間 

 本計画は、本市の５年後の将来を見据え、令和５（2023）年度から令和９（2027）年度

までの５年間を計画期間とします。 

 なお、策定後、社会経済情勢等の変化に対応するため、必要に応じ見直しを行うことと

します。 
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第1章 策定にあたって

（1）のおがた“働く”ウィークの開催（平成29年度～令和元年度）
　市内の産業発展を担う人材の育成を目的として、市内の産学官金労が一丸となり、市内産業の
魅力を市民及び市外へ発信するために、市内事業所の見学や展示、体験会を実施しました。

H29 H30 R1 計

参加事業所数 10事業者 32事業者 34事業者 76事業者

参加者数 662名 527名 679名 1,868名
※令和2年度、3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施

（2）広報機能強化による地域産業のブランディング（新たな産業振興への布石）
①学生レポーターによる市報での地場産業紹介（平成28年度～令和元年度）
　北九州市立大学の学生が企業にインタビューを行い、学生の目線から記事を作成・市報掲載し、
広く情報発信を行うことによる地域産業のブランディングに取り組みました。

H28 H29 H30 R1 計

掲載事業所数 3事業者 8事業者 9事業者 9事業者 29事業者
※令和2年度、3年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施

②ポータルサイトの構築、運営（令和元年度～）
　雇用、販路拡大を通じた市内産業の発展に向け、情報を拠点化するために市内事業所データ
ベースを構築しました。

（3）直鞍産業振興センター（ADOX福岡）産業振興部門の機能強化
①直方市工業振興係と直鞍産業振興センター（ADOX福岡）産業振興部門との連携強化（平成28
年度～令和元年度）
　産業振興の各施策を効果的に行うため、本市工業振興係の執務室を直鞍産業振興センターに
移し、一体となって事業を進めました。（令和2年度から市役所へ再移管）

②直鞍ビジネス支援センターの設置（平成28年度～）
　直鞍地区の事業者向けに、創業支援、異業種とのマッチング、企業のブランディングなどを支援す
るビジネス相談窓口を設置しました。平成29年度から令和3年度の5年間で、相談件数は計2,676
件、利用事業者総数は計405者に上りました。相談件数の業種別の内訳を見ると、卸売業・小売業
や生活関連サービス業・娯楽業など第3次産業が全体の3分の1以上を占めました。地域別に見る
と本市が7割を占めましたが、宮若市や鞍手町など市外からの相談もおよそ800件に上りました。

　4  第1次直方市産業振興ビジョン・アクションプランの実施状況
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■5年間実績（平成29年度~令和3年度）

相談件数総数 2,676件（新規405件・リピート2,271件）

利用事業者総数 405者

1日あたり平均相談件数 2.7件

業種別 卸売業・小売業619件（23.1％）
生活関連サービス業・娯楽業338件（12.6％）
その他産業316件（11.8％）
製造業306件（11.4％）
宿泊業・飲食業227件（8.5％）

地域別 直方市1878件（70.2％）
宮若市216件（8.1％）
鞍手町142件（5.3％）
小竹町13件（0.5％）
その他426件（15.9％）

創業件数総数 32件

リピート率 84％（リピート件数／総相談件数）

売上増加事業所数 25件
*ただし、令和元年度までの3年間で行ったアンケートの回
答195件（399箇所配布）の内。

③産学官連携事業（合同企業説明会の開催）（令和元年度、令和3年度）
　求職者の就職支援やポストコロナを見据えた市内事業者の採用活動を支援するために、対面あ
るいはオンラインでの合同説明会を開催し、人材確保の機会の増加と若年層及び新規定住者の促
進を図りました。

　　 R1 R3 計

参加企業数 22事業者 20事業者 44事業者

参加者数 82名 49名 131名

対象 高校生（一部大学生・一般） 大学生（一部一般）

実施方法 対面 オンライン
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第2章
C h a p t e r  2

本市の産業を取り巻く状況

（1）市の沿革・位置・地勢
　本市は、九州最北部を占める福岡県の北部にあって、遠賀川に沿って開ける筑豊平野のほぼ中
央に位置します。市の東側は、福智山山系で、北九州市小倉南区と接し、西は、宮若市、鞍手郡鞍
手町と接しています。また、南は田川郡福智町、飯塚市、鞍手郡小竹町と、北は北九州市八幡西区、
鞍手郡鞍手町と境を接しています。
　道路は九州自動車道や国道200号線が、鉄道はJR筑豊本線、平成筑豊鉄道、筑豊電気鉄道が
動脈として通っているほか、新幹線も通過しています。福岡県内の政令指定都市である福岡市と北
九州市を結ぶ道路や鉄道が通っており、両政令指定都市の中間に位置する本市はヒトやモノの交
流の結節点となる、ポテンシャルの高い地域です。
　本市の東部には福智山を主峰にその支脈が南北に走っています。西部には六ヶ岳の丘陵が北西
に広がり、中央は、比較的平らな地域になっています。この地域の中央を彦山川、犬鳴川を集めた
遠賀川が北流し、遠賀郡芦屋町で玄界灘に注いでいます。
　市街地は、この遠賀川とJR筑豊本線に挟まれた地帯にあり、東部、西部地域は住宅地帯、南部
地域は工業地帯、北部地域は農村地帯を中心に形成されています。

　1　本市の概況

図表2－1　本市の地形・交通網、工業団地の状況

出所）直方市地域公共交通網形成計画（平成30（2018）年9月策定）をもとに九州経済調査協会作成
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（2）人口の状況（推移・将来推計）
　本市の総人口は1980年の64,575人から1985年には66,464人に増えたものの、それ以降は減少
傾向が続き、2020年は57,941人となっています。また、2025年以降の将来推計人口でも引き続き
減少が続く見込みです。
　15歳未満の年少人口、15歳～65歳未満の生産年齢人口、65歳以上の老年人口の3区分で見る
と、少子高齢化の影響が大きいことがわかります。老年人口は1980年の6,559人から2020年には
18,946人と2.8倍増となっています。一方、年少人口は1980年の14,049人から2020年には7,469人
とほぼ半減しているほか、生産年齢人口は、1985年の43,142人から、2020年には29,506人とおよ
そ3割減となっています。
　2045年までの推計人口を見ると、年少人口、生産年齢人口も減少傾向に歯止めが掛からないこ
とに加え、これまで増加傾向にあった老年人口も2020年をピークに減少することが予想され、2045
年の推計値は13％減の16,503人となることが想定されます。

図表2－2　本市の3区分別人口推移（2025年以降は九経調推計）
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

（3）本市の経済及び産業の現況
①市内総生産の推移
　市内総生産の合計額は概ね年0.5%ほどの増加傾向です。内訳を見ると、市内総生産のうち鉱
工業の占める割合が最も大きく、年々その比率は上昇傾向にあります。また、その他産業、サービス
業は増加傾向にあります。一方、卸売・小売業は横ばいで推移しています。

図表2－3　市内総生産の推移
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0.976543
1.026097
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1.015282
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39,810 42,077
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11,081 10,794 10,697
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0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000
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農林水産業 鉱工業 建設業 卸売・小売業 サービス業 他第三次産業 公務 輸入品に課される税・関税等

第三次産業

第一次産業

第二次産業

出所）市町村民経済計算より九州経済調査協会作成
注1）業種分類は、｢サービス業｣、｢他第三次産業｣を除き、市町村民経済計算に準ずる。
注2）「鉱工業」は、「鉱業」鉱業一般や建築材料用岩石採石業、砕石業と、「製造業」が含まれる。
注3）｢サービス業｣には｢宿泊・飲食サービス業｣、「専門・科学技術、業務支援サービス業」、｢教育｣、｢保

健衛生・社会事業｣、｢その他のサービス｣が含まれ、｢他第三次産業｣には｢運輸・郵便業｣、｢情報通
信業｣、｢金融･保険業｣、｢不動産業｣が含まれる。

注4）第三次産業は、卸売・小売業、サービス業、他第三次産業、公務が含まれる。
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②市内従業者数・事業所数推移（全体）
　市内従業者数は2015年まで減少していましたが、2020年は2015年比10.4%増加しました。製造
業は2005年までは減少し続けていたものの、2010年以降は20％前後で横ばい傾向となっています。
シェアを伸ばしているのは、サービス業であり、1990年の22.8％から2020年には39.8％と、17ポイン
ト増となっています。

図表2－4　市内従業者数および雇用者数

国勢調査

第一次産業製造業 鉱業・建設卸売・小売サービス業他第三次産業・その他
1990 944 6,787 3,207 6,508 6,242 3,678 24.80085
1995 819 6,290 3,470 6,575 6,851 3,560 22.81879
2000 749 5,580 3,091 5,903 7,098 3,528 21.50372
2005 637 4,547 2,721 6,258 7,635 3,396 18.04795
2010 516 4,725 2,018 4,373 8,599 3,971 19.52318
2015 426 4,635 1,955 3,794 8,955 4,246 19.30365
2020 455 5,317 2,242 4,669 10,554 3,271 20.0581

第一次産業製造業 鉱業・建設卸売・小売サービス業他第三次産計 製造業の割合 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020 他第三次産公務
1990 944 6,787 3,207 6,508 6,242 3,678 27,366 24.80085 第一次産業 944 819 749 637 516 426 455 3678 978 2700
1995 819 6,290 3,470 6,575 6,851 3,560 27,565 22.81879 製造業 6,787 6,290 5,580 4,547 4,725 4,635 5,317 3560 952 2608
2000 749 5,580 3,091 5,903 7,098 3,528 25,949 21.50372 鉱業・建設 3,207 3,470 3,091 2,721 2,018 1,955 2,242 3528 924 2604
2005 637 4,547 2,721 6,258 7,635 3,396 25,194 18.04795 卸売・小売 6,508 6,575 5,903 6,258 4,373 3,794 4,669 3396 989 2407
2010 516 4,725 2,018 4,373 8,599 3,971 24,202 19.52318 サービス業 6,242 6,851 7,098 7,635 8,599 8,955 10,554 3971 792 3179
2015 426 4,635 1,955 3,794 8,955 4,246 24,011 19.30365 他第三次産 3,678 3,560 3,528 3,396 3,971 4,246 3,271 4246 742 3504
2020 455 5,317 2,242 4,669 10,554 3,271 26,508 20.0581 計 27,366 27,565 25,949 25,194 24,202 24,011 26,508 3271 936 2335

製造業の割 24.8% 22.8% 21.5% 18.0% 19.5% 19.3% 20.1%
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出所）国勢調査（令和2（2020）年）より九州経済調査協会作成
注1）2020年は不詳を補完した数値のため、2015年以前と接続しない。
注2）業種分類は次の通りである。

｢第一次産業｣には｢農業，林業｣が含まれる。
｢第二次産業｣には「製造業」「建設業」「鉱業、採石業、砂利採取業」が含まれる。
｢第三次産業」には、「卸売・小売業」「サービス業」「他第三次産業」「公務」が含まれる。｢サービ
ス業｣には｢学術研究，専門・技術サービス業｣、｢宿泊業，飲食サービス業｣、｢生活関連サービス
業，娯楽業｣、｢教育，学習支援業｣、｢医療，福祉｣、｢複合サービス事業｣、｢サービス業（他に分類さ
れないもの）｣が含まれる。｢他第三次産業｣には｢電気・ガス・熱供給・水道業｣、｢情報通信業｣、「運
輸業，郵便業」、｢金融業，保険業｣、｢不動産業，物品賃貸業｣が含まれる。
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

　業種別の従業者数と事業所数を見ると、従業者数は、製造業（6,506人）、卸売・小売業（5,832
人）、医療・福祉（4,555人）、宿泊業、飲食サービス業（2,176人）の順となっています。この4業種の
従業者数は、市内全体の約73%を占めています。
　事業所数は、卸売・小売業（799）が最も多く、以下、宿泊業、飲食サービス業（315）、製造業
（292）、医療・福祉（272）の順となっています。従業者数と同様に、この4業種が全事業所数の約

64％を占めており、市内の主要産業となっています。

出所）総務省・経済産業省「平成28年度経済センサス活動調査」

図表2－5　産業大分類別に見た従業者数（事業所単位）と事業所数

総論②　産業 地域産業に関する全体的な傾向を、事業所数、従業者数、産業大分類別構成比等により概観します。 福岡県直方市

①企業数・事業所数・従業者数の推移 ②産業大分類別に見た売上高（企業単位）の構成比
産業構造マップ＞全産業＞企業数・事業所数・従業者数（事業所単位）　→　☝「グラフを表示」 産業構造マップ>全産業>全産業の構造　→　☝「横棒グラフで割合を見る」

2016年

③産業大分類別に見た従業者数（事業所単位）と事業所数 ④産業大分類別に見た付加価値額（企業単位）
産業構造マップ>全産業>（事業所数・従業者数（事業所単位））　→　（ダウンロードデータより作成） 産業構造マップ>全産業>全産業の構造　→　（ダウンロードデータより作成）

2016年 2016年

2014年 2012年

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
【注記】　企業数については、会社数と個人事業所を合算した数値。従業者数は事業所単位の数値。

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 【出典】 総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工

【出典】 総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
【注記】 凡例の数値は選択地域の数値を指す。
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・付加価値額の面から、自地域において稼ぐ力の大きな産業を概観します。
・特化係数が１よりも大きな産業は、全国傾向よりも構成比が大きくなっており、特徴的な産業と言えます。・自地域の主要産業を産業大分類別の従業者数（事業所単位）および事業所数の観点から概観します。

・売上高（企業単位）について、産業大分類別の構成比を他地域と比較します。
・自地域において構成比の大きな産業、他地域と比較して構成比の小さな産業等、産業の特徴を概観できます。・地域産業全体の推移を、企業数、事業所数、従業者数の推移により概観します。
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11第2章　本市の産業を取り巻く状況

③市内産業別事業規模
　産業別の従業員数を見ると、全体的に10人未満の小規模な事業所が多いのが特徴です。特に
卸売業、小売業では10人未満の事業所が8割を超えています。製造業は、6割以上の事業所で従
業者数が10人を下回っていますが、従業者数30人以上の事業所の比率は他産業に比べて高いの
が特徴です。従業者数が多い業種としては、医療・福祉も挙げられ、10人以上の事業所の占める割
合が高くなっています。製造業および医療・福祉はその他の産業と比較すると、雇用吸収率が高い
産業であることがわかります。

出所）経済センサス（平成28（2016）年）より九州経済調査協会作成

図表2－6　産業別事業規模
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

④市内産業別付加価値額
　産業別の付加価値額を見ると、製造業が254億9,400万円と最も多くなっています。次いで卸売
業・小売業が201億8,400万円、医療・福祉が117億7,400万円であり、この3業種で、市内全体の付
加価値額の約77％を占めており、事業所数、従業者数から見た場合と同様、付加価値額から見て
も、市内の主要産業となっています。

出所）総務省・経済産業省「平成28年度経済センサス活動調査」
注1）特化係数は対全国である。

図表2－7　本市の産業別付加価値額

総論②　産業 地域産業に関する全体的な傾向を、事業所数、従業者数、産業大分類別構成比等により概観します。 福岡県直方市

①企業数・事業所数・従業者数の推移 ②産業大分類別に見た売上高（企業単位）の構成比
産業構造マップ＞全産業＞企業数・事業所数・従業者数（事業所単位）　→　☝「グラフを表示」 産業構造マップ>全産業>全産業の構造　→　☝「横棒グラフで割合を見る」

2016年

③産業大分類別に見た従業者数（事業所単位）と事業所数 ④産業大分類別に見た付加価値額（企業単位）
産業構造マップ>全産業>（事業所数・従業者数（事業所単位））　→　（ダウンロードデータより作成） 産業構造マップ>全産業>全産業の構造　→　（ダウンロードデータより作成）

2016年 2016年

2014年 2012年

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
【注記】　企業数については、会社数と個人事業所を合算した数値。従業者数は事業所単位の数値。

【出典】 総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 【出典】 総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工

【出典】 総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
【注記】 凡例の数値は選択地域の数値を指す。
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・自地域において構成比の大きな産業、他地域と比較して構成比の小さな産業等、産業の特徴を概観できます。・地域産業全体の推移を、企業数、事業所数、従業者数の推移により概観します。
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13第2章　本市の産業を取り巻く状況

（4）周辺地域との比較
①地域経済循環
　産業の生産活動によって創出された付加価値は、雇用者所得や企業所得、財産所得などの各所
得に分配され、その所得によって、市内外に支出される需要となります。そして、その需要を賄うため
に生産活動が行われます。「地域経済循環率」とは、生産（付加価値額）を分配（所得）で除した値
であり、地域経済の自立度を示しています。なお、循環率が低いほど他地域から流入する所得に対
する依存度が高いことを意味します。
　本市の地域循環率は92.8％と100％を下回るものの、周辺地域と比較しても、経済の自立度が高
い地域となっています。

出所）内閣府「地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）」より九州経済調査協会作成

出所）内閣府「地域経済システム（ＲＥＳＡＳ）」

図表2－8　周辺市との地域経済循環率比較（平成30（2018）年）

図表2－9　本市の地域経済循環図（平成30（2018）年）
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

②特化係数
　本市と福岡県全体の特化係数（付加価値額）を比較すると、製造業、生活関連サービス業・娯楽
業、医療福祉、複合サービス事業が福岡県全体を上回っています。
　近隣の飯塚市、田川市と比較すると、本市は、製造業が両市を大きく上回っています。飯塚市は
教育・学習支援業、田川市は医療・福祉が他市を大きく上回っています。

出所）経済センサス（平成28（2016）年）より九州経済調査協会作成

図表2－10　福岡県及び周辺市町村との特化係数比較（付加価値額）
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（5）主要産業別の状況
①製造業
　本市の製造品出荷額は、2013年の1,267億円から増加傾向にあり、2019年は1,670億円となって
います。福岡県に占める割合は1.7％前後で推移しています。

出所）経済産業省「工業統計調査」（令和２（2020）年）

出所）経済産業省「工業統計調査」（令和2（2020）年）

図表2－11　本市の製造品出荷額と福岡県に占める割合の推移

図表2－12　部門別製造品出荷額の推移
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②卸売・小売業
　事業所数は、卸売業については1999年の164事業所をピークに減少傾向にあり、2016年には92
事業所まで減少しました。小売業については、1999年の926事業所をピークに減少し、2002～2007
年は800台前半で推移しています。その後、調査設計の大幅な見直しにより数値は連続していませ
んが、2014年は492事業所まで急激に減少しています。
　年間商品販売額は、卸売業については1999年以降減少傾向にあり2004年は534億円まで減少
し、その後2007年に690億円まで持ち直したものの、2014年には376億円まで急激に減少しました。
小売業については、2004年には582億円まで減少しましたが、2007年に749億円まで持ち直し、そ
の後、横ばいで推移し、2016年は763億円となっています。2016年以降は、公表されている本市の
数値はありませんが、2020年以降、新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い、外出自粛など行
動制限の影響を受けて経済活動が減少し、倒産する事業所も増えていることが想定されます。

出所）経済産業省　商業統計調査（平成28(2016)年）

出所）経済産業省　商業統計調査（平成28（2016）年）

図表2－13　本市の商店数の推移

図表2－14　本市の年間商品販売額の推移
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③医療・福祉
　製造業、卸売・小売業に次いで医療・福祉の従業者数、事業所数が多くなっています。また、医療
施設や病床数、医師数、介護施設種類別施設数などを見ても、福岡県及び全国平均を上回る項目
が多いことがわかります。

出所）日本医師会　「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成

出所）日本医師会　「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成

図表2－15　医療施設（人口10万人あたり施設数）

図表2－16　病床数、医師・薬剤師数（人口10万人あたり）
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図表2－17　介護施設種類別施設数（75歳以上1,000人あたり）
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図表２－18 本市の医療介護需要予測指数（2020年＝100） 

 

出所）日本医師会「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成 

 

 

  

　日本医師会「地域医療情報システム」において、本市の医療介護需要予測を見ると、2020年
を100とした医療需要は2025年で100と横ばいで推移していますが、2030年以降は徐々に下がり、
2045年の予測値は86となっています。介護については、2025年108、2030年111と増加するものの、
それ以降は減少し、2045年の予測値は94となっています。全国平均と比較すると、医療、介護とも
に全国を下回っており、2045年の全国平均との差は、医療でおよそ15、介護でおよそ27となってい
ます。
　本市において、労働生産性及び付加価値額の特化係数を見ると、医療・福祉は最も高い値となっ
ており、産業振興という観点から、医療・福祉に対する施策の検討は重要であると言えますが、将来
は需要が減少する予測となっています。本市において、市民の生活基盤を維持するためには、持続
可能な医療・福祉サービスを提供できるまちづくりを進めて行くことが重要です。そのためにも、煩
雑な現場の作業をITツールを導入することにより、DX化を進め、業務の効率化や改善を進めて行
くことが求められています。

出所）日本医師会「地域医療情報システム」より九州経済調査協会作成

図表2－18　本市の医療介護需要予測指数（2020年＝100）
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年少人口 生産年齢人老年人口
平成12年 13.9 64.3 21.7
平成17年 12.7 61.9 25.3
平成22年 12.8 59.6 27.6
平成27年 13.1 55.4 31.5
令和2年 13.1 52.9 34.0
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出所）統計直方（令和3（2021）年版）

図表2－19　本市の年齢構成別人口割合の推移

（1）新型コロナウイルス感染症の影響の長期化と円安などによる原材料費高騰
　令和2年（2020年）1月以降、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大は、人々の生活様
式を一変させ、経済のあり方にも大きな変革をもたらしました。
　また、わが国においては、令和4（2022）年以降、ウクライナ侵攻とそれに付随する急激な円相場
の変化によって、海外から輸入する原材料費高騰が続いており、幅広い業界において、販売価格の
上昇に直面することとなりました。コスト上昇分を価格転嫁できない、あるいは海外の調達先に支
払えないことから企業の倒産等も増加しています。
　今後、経済や産業の動向がどのように推移していくのかは、依然として先行き不透明な状況にあ
ります。行政だけでなく、企業や個人といった枠組みを超え、あらゆる主体が著しく変化していく社
会に柔軟に対応していく力が求められています。

（2）生産年齢人口の減少
　全国的に進む人口減少と少子高齢化により、市内企業においても、少子高齢化による労働力の
不足は深刻な状況にあります。
　本市の年齢構成別人口割合を見ると、年少人口の占める割合は大きな変化はないものの、生産
年齢人口はこの20年間で11.4ポイント減の52.9％、老年人口は同12.3ポイント増の34.0％となって
います。総人口は減少傾向にあることから、生産年齢人口の減少は、地域にとって大きな打撃となり
ます。
　引き続き、労働生産性向上や、多様な人材活用などの取組みを進めていくことが必要です。

　2　社会経済状況の変化
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（3）SDGs未来都市に選定
　平成27（2015）年、国連で「SDGs（持続可能な開発目標）」が採択されました。
　本市においても、「第6次直方市総合計画」にそのSDGsの概念を取り入れ、時代の流れを捉え、
社会変化に積極的に対応し、地域経済の発展や地域課題等の解決に取り組むため、横展開による
連携を行い、共創することで、持続可能性を高め、未来に繋がるまちづくりの取り組みを行っています。
　また、令和4（2022）年には、福岡県下で5都市目にあたるSDGs未来都市に選定されました。選
定を受け、SDGsの達成に向けて、総合的かつ効果的な取組みを推進するため、同年8月に「直方市
SDGs未来都市計画」を策定しています。
　これらの計画に基づき行政や市民、事業者など多くの関係者が連携して、具体的な取り組みが動
き出すことによって、その効果や課題が見えてくる時期にあたります。本産業振興ビジョン・アクショ
ンプランも、これらの方針と足並みを揃え、実施していきます。

図表2－20　「直方市SDGs未来都市計画」概要
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（３）SDGs未来都市に選定 

 平成 27（2015）年、国連で「SDGs（持続可能な開発目標）」が採択されました。 

本市においても、「第６次直方市総合計画」にその SDGsの概念を取り入れ、時代の流れ

を捉え、社会変化に積極的に対応し、地域経済の発展や地域課題等の解決に取り組むた

め、横展開による連携を行い、共創することで、持続可能性を高め、未来に繋がるまちづ

くりの取り組みを行っています。 

また、令和４（2022）年には、福岡県下で５都市目にあたる SDGs未来都市に選定され

ました。選定を受け、SDGsの達成に向けて、総合的かつ効果的な取組みを推進するため、

同年 8月に「直方市 SDGs未来都市計画」を策定しています。 

 これらの計画に基づき行政や市民、事業者など多くの関係者が連携して、具体的な取り

組みが動き出すことによって、その効果や課題が見えてくる時期にあたります。本産業振

興ビジョン・アクションプランも、これらの方針と足並みを揃え、実施していきます。 

 

図表２－20 「直方市 SDGs未来都市計画」概要 
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（4）ゼロカーボンシティ宣言
　平成27（2015）年にパリで開催された国連気候変動枠組条約第21回締約国会議（COP21）で採
択されたパリ協定において、全ての締約国が温室効果ガス削減目標を作ることが義務づけられ、各
国で2050年カーボンニュートラルの実現に向けた施策が動き出しています。
　欧米を中心に、CO2排出が新たな価値創造に繋がると捉えた取組みも増えていますが、我が国で
は環境対応=コストと捉える傾向が強く、また、コロナ禍での売上減少や人手不足といった課題が
ある中で、取組みを進めていくことは難しい状況にあります。
　本市は、令和4（2022）年2月に「直方市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、市民や事業者と協力し
て二酸化炭素実質排出ゼロを目指して取り組むことを掲げています。また、市内の高校生が環境に
関する日ごろの研究結果を発表する「直方市環境サミット」を令和4（2022）年から年1回開催して
います。製造業の割合の高い本市において、二酸化炭素削減の取り組みは事業者の理解と実行な
しにはカーボンニュートラルの実現は難しいことから、事業者との連携は不可欠です。
　一方、福岡県の基幹産業の一つでもある自動車産業においては、電動化のほか製造や物流にお
ける脱炭素化の実現に向けても動き出しており、新たな価値創造に向けた取り組みも求められてい
ます。

図表2－21　直方市ゼロカーボンシティ宣言・「2023直方市環境サミット」開催の様子
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（４）ゼロカーボンシティ宣言 

 平成 27（2015）年にパリで開催された国連気候変動枠組条約第 21回締約国会議

（COP21）で採択されたパリ協定において、全ての締約国が温室効果ガス削減目標を作る

ことが義務づけられ、各国で 2050年カーボンニュートラルの実現に向けた施策が動き出

しています。 

 欧米を中心に、CO2排出が新たな価値創造に繋がると捉えた取組みも増えていますが、

我が国では環境対応＝コストと捉える傾向が強く、また、コロナ禍での売上減少や人手不

足といった課題がある中で、取組みを進めていくことは難しい状況にあります。 

 本市は、令和４（2022）年２月に「直方市ゼロカーボンシティ宣言」を行い、市民や事

業者と協力して二酸化炭素実質排出ゼロを目指して取り組むことを掲げています。また、

市内の高校生が環境に関する日ごろの研究結果を発表する「直方市環境サミット」を令和

４（2022）年から年１回開催しています。製造業の割合の高い本市において、二酸化炭素

削減の取り組みは事業者の理解と実行なしにはカーボンニュートラルの実現は難しいこと

から、事業者との連携は不可欠です。 

 一方、福岡県の基幹産業の一つでもある自動車産業においては、電動化のほか製造や物

流における脱炭素化の実現に向けても動き出しており、新たな価値創造に向けた取り組み

も求められています。 

 

図表２－21 直方市ゼロカーボンシティ宣言・「2023直方市環境サミット」開催の様子 
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（5）第4次産業革命
　内閣府「日本経済2016-2017」（平成29（2017）年1月）によると、第4次産業革命とは、18世紀末
以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第1次産業革命、20世紀初頭の分業に基づく電
力を用いた大量生産である第2次産業革命、1970年代初頭からの電子工学や情報技術を用いた
一層のオートメーション化である第3次産業革命に続く、CPS1（サイバーフィジカルシステム）を活用
した産業革命です。CPSは、別名システムのシステムと言われ、経済、医療、交通、環境などのあら
ゆる分野において、収集した様々な対象のデータをサイバー空間で蓄積・分析し、現実世界にフィー
ドバックすることで、ある対象を制御するだけに止まらず、社会の全体最適に繋がる一つのシステム
として活用することができ、ビジネスモデルや社会の仕組みを変革し得る可能性があるものと言われ
ています。IoT・ビックデータ・AIのいずれかを導入したり、活用したりしようと取り組むことが、第4次
産業革命に繋がると捉えられがちですが、この3つは第4次産業革命の単なる要素技術でしかありま
せん。IoT・ビックデータ・AIなどの要素技術を統合的に活用し、事業を変革することこそが第4次産
業革命の本質です。

出所）内閣府「日本経済2016－2017」（平成29（2017）年1月）

―――――――――――――――――――
1）サイバーフィジカルシステム…現実世界（フィジカル空間）でのセンサーネットワークが生み出す膨大な観測
データなどの情報を、サイバー空間の強力なコンピューティング能力と結びつけて数値化・定量分析すること
で、社会システムの効率化、新産業の創出、知的生産性の向上などを目指すサービス・システム（「小説第4次産
業革命 日本の製造業を救え！」）

図表2－22　第4次産業革命のインパクト
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（５）第４次産業革命 

内閣府「日本経済 2016－2017」（平成 29（2017）年 1月）によると、第 4次産業革命と

は、18世紀末以降の水力や蒸気機関による工場の機械化である第 1次産業革命、20世紀

初頭の分業に基づく電力を用いた大量生産である第 2次産業革命、1970年代初頭からの電

子工学や情報技術を用いた一層のオートメーション化である第 3次産業革命に続く、CPS1

（サイバーフィジカルシステム）を活用した産業革命です。CPSは、別名システムのシス

テムと言われ、経済、医療、交通、環境などのあらゆる分野において、収集した様々な対

象のデータをサイバー空間で蓄積・分析し、現実世界にフィードバックすることで、ある

対象を制御するだけにとどまらず、社会の全体最適につながる一つのシステムとして活用

することができ、ビジネスモデルや社会の仕組みを変革し得る可能性があるものと言われ

ています。IoT・ビックデータ・AIのいずれかを導入したり、活用したりしようと取り組

むことが、第４次産業革命につながると捉えられがちですが、この３つは第４次産業革命

の単なる要素技術でしかありません。IoT・ビックデータ・AIなどの要素技術を統合的に

活用し、事業を変革することこそが第４次産業革命の本質です。 

 

図２－22 第 4次産業革命のインパクト

 

出所）内閣府「日本経済 2016－2017」（平成 29（2017）年 1月） 

 
1 サイバーフィジカルシステム…現実世界（フィジカル空間）でのセンサーネットワーク

が生み出す膨大な観測データなどの情報を、サイバー空間の強力なコンピューティング能

力と結びつけて数値化・定量分析することで、社会システムの効率化、新産業の創出、知

的生産性の向上などを目指すサービス・システム（「小説 第４次産業革命 日本の製造業

を救え！」） 
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　昨今、我が国の産業分野においては、第4次産業革命下におけるデジタルトランスフォーメーショ
ン（DX）が高い関心を集めてきましたが、DXはツールではなく、デジタル技術を利用した事業の変革
です。今後、企業や事業の飛躍的な成長のためには、既存のバリューチェーン2を短縮したり、循環
サイクルを高速化させたり、あるいはまったく異なる形に作り替えるような可能性を秘めたDXの活
用が必須となります。同時に、コンピュータの強大な力とも言えるクラウドサービス3を廉価に利用で
きる時代が到来し、DXをクラウド環境で利用するという視点も重要です。
　また、各企業が競争優位と考えている自社の技術や運営ノウハウなどは「勘と経験」で形成されて
いることが多いため、この「勘と経験」を「形式知化」し、デジタルに置き換えることで、初めてDX化
に着手することができます。技術や運営ノウハウの仕組み化、デジタル化による「形式知化」は、事
業活動において非常にインパクトがあり、企業が事業等を拡大する際の「スケーラビリティ4」の付加
や、事業承継などが可能になります。さらに、競争優位となっている事象が形式知として有形化され
るため、企業価値としての評価にも繋がります。
　例えば、製造業においては、従来の品質、コスト、納期に加え、さらにスケーラビリティを付加した
製造管理技術を強化し、技術継承と事業継続性の確保、スマートなマザー工場を実現することで、
海外展開やM&A、事業承継時の円滑な技術移転を可能にします。固有技術を持つ日本の中小企
業は、海外企業にとっても魅力的な存在であり、スケーラビリティを身につけることによって、さらな
る飛躍を見込めます。また、単なる「ものづくり」だけに終始せず、製造業をサービス化する「サービ
タイゼーション5」への進化も期待できます。
　DX化を推進するにあたり、企業が競争優位と考えている自社の技術や運営ノウハウの「形式知
化」を進めていくためには、経営者、従業員ともに体系的に学び、活発な議論をすることが必要とな
ります。また、自社のみの取組みで完結するものではなく、先進的技術を保有する企業や研究機関
との連携が不可欠です。海外に目を向けると、デジタル化をサポートする企業や研究機関が集積し
たドイツのアーヘン工科大学や、デジタル化が進んだ現場の実体験を交えたビジネススクールとな
るシンガポールのデジタルものづくり体験スクールなどがあります。
　この第４次産業革命下におけるDXは、製造業のみならずあらゆる産業にも影響を及ぼすことに
も留意する必要があります。
　市内企業のDXへの取り組みを後押しするため、DXを体系的に学び、体験できる機能を集約する
ことも重要です。市内にそうしたエリアができることで、市内の若い世代も幼い頃からデジタル化の
取組みを体験、学習することができ、将来のキャリアを考える上でプラスとなり、本市産業を担う人
材育成の観点からも重要となります。

―――――――――――――――――――
2）バリューチェーン…企業における様々な事業活動が、最終的な付加価値にどう繋がっているのか、一連の流
れとして捉える考え方。価値連鎖。（野村総合研究所HP）

3）クラウドサービス…仮想化技術等により、データやソフトウェアをネットワーク経由でサービスとして利用
者に提供するもの。（総務省HP）

4）スケーラビリティ…生産規模や拠点の拡張などの事業の拡大に柔軟に対応できる能力のこと。
5）サービタイゼーション…単にモノを販売するのではなく、モノが提供する付加価値をサービスとして販売す
るという製造業のサービス化のこと。コマツ（鉱山採掘プラットフォーム）やロールスロイス（航空機エンジン）
が有名。
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出所）アーヘン工科大学HPより九経調作成
注1）建築クラスターは同Westキャンパスに立地
注2）アーヘン工科大学に433社の企業が集積（2023年1月現在）

図表2－23　アーヘン工科大学・Melatenキャンパスにある研究クラスター群

バイオメディカルエンジニアリング

スマート物流

高負荷装置

光工学

再生可能エネルギー

生産工学
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

（6）国や県の産業振興策
①国の動き
　昨今、少子高齢化の進行や経済のグローバル化、急速に加速しているデジタル技術の進展など、
社会経済を取り巻く環境は目まぐるしい変化を続けています。
　加えて、長期化している新型コロナウイルス感染症の感染拡大や、ロシアのウクライナ侵攻に起因
する原油高や資材高騰、円相場の急激な変動等、依然として社会経済状況の先行きは不透明であ
り、予断を許さない状況が続いています。
　政府は、新型コロナウイルスの影響によるデジタル化の進展、DXの必要性の高まり、世界的な半
導体需給状況のひっ迫を受け、サプライチェーン強靭化を図るため、令和3（2021）年6月に「半導
体・デジタル産業戦略」を策定しました。同年11 月には、地方の豊かさをそのままに、デジタル技術
の活用により、地域の個性を活かしながら地方を活性化し、持続可能な経済社会の実現を目指す
「デジタル田園都市国家構想」を掲げています。この構想の実現により、地方における仕事や暮ら
しの向上に資する新たなサービスの創出、持続可能性の向上、Well-being の実現等を通じて、デ
ジタル化の恩恵を国民や事業者が享受できる社会を目指し、中小企業のIT化やスマート農林水産
業、地方でのテレワークの促進に取り組むとしています。こうした取組みにより、小売業、サービス業、
医療・福祉等といった住民の生活に関わる産業にデジタル技術を活用し、システムの構築に情報通
信業、デバイスの開発・製造に製造業等が関わることで、産業全体で相乗効果を得ることが期待で
きます。
　近年、個人個人が多様な価値観を持つようになっていることに加え、高齢化の進行により、医療・
福祉ニーズも多様化しています。多様化するニーズへ対応するためには、多くのIT人材を育成し、デ
バイス・システム設計のオープン化も求められます。
　また、地球規模の課題である気候変動問題の解決に向けて、令和2（2020）年10月、政府は、
2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする「カーボンニュートラル」を目指すことを
宣言しており、その実現に向けた取組みを進めています。
　このような動きに対応していくためには、国・地方自治体のみならず、経済を支える事業者がとも
に連携し、取組みを推進していくことが求められています。

―――――――――――――――――――
6）Well-being…個人の権利や自己実現が保証され、身体的、精神的、社会的に良好な状態にあることを意味する
概念。（厚生労働省HP）
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②福岡県の動き
　福岡県では、中小企業及び小規模事業者が福岡県の地域経済において重要な役割を果たして
いるとして、平成27（2015）年に制定した福岡県中小企業振興条例に基づき、「福岡県中小企業振
興基本計画」を策定し、中小企業の振興を計画的かつ総合的に推進しています。
　令和4（2022）年度から令和7（2025）年度を計画期間とする「第3次福岡県中小企業振興基本計
画」においては、新型コロナウイルス感染症の感染拡大をはじめ、県内中小企業を取り巻く環境が
大きく変化していることを踏まえた上で、「中小企業の創業の促進」「中小企業者の経営基盤の強化
の促進」「中小企業の新たな事業展開の促進」「小規模企業者の事業の持続的な発展」の4つの柱
を掲げ、デジタル技術を活用した生産性向上や、グリーン産業などの新たな成長産業への参入、人
材育成の視点を重視し、SDGsの考え方を取り入れながら、各取組みを展開しています。
　また、国の「半導体・デジタル産業戦略」を受け、令和4（2022）年6月に「福岡県半導体・デジタル
産業振興会議」を設立し、半導体・デジタル産業の研究開発、人材の育成や確保の支援を実施し
ています。特に次世代パワー半導体等グリーンデバイスの開発に向けたデバイス、材料、製造装置
等、それぞれのメーカーの研究開発や取引拡大の支援を進めています。
　グリーン投資の世界的な拡大を背景に、今後も省エネルギーに資するパワー半導体の需要が高
まることが予想されますが、県内には国内有数のパワー半導体企業が立地していることからも、これ
らの支援を継続・強化していくことが求められます。
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

【参考】課題解決に繋がる技術
　デジタル化・IT先進技術導入については、業種によって異なる部分もありますが、総務系や電子
決済、会計、営業支援、顧客管理など、業種を問わず企業で活用することが可能なものが多くなっ
ています。
　全ての企業が一律にデジタル化・IT先進技術の導入を進めるのではなく、企業の実情に合わせて
デジタル化・技術導入に取り組んだ方が負担軽減・業務効率に繋がっていきます。経営者が中心と
なって、将来の自社のあるべき姿を考慮した上で、導入すべき技術やそのタイミング、そのために必
要な体制構築について導き出すことが重要となります。

出所）各種資料より九州経済調査協会作成
注1）BIツール…企業内にある様々なデータを基に分析・可視化して、簡単に集計や分析を行うことで、

データに基づいた経営判断や目標設定などを支援するツール

図表2－24　課題解決に繋がる技術
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【参考】産業の成長領域
　本市の産業振興を考えるにあたり、自動車産業、半導体産業、超精密加工分野の3つの領域を
取り上げます。

（1）自動車産業
　令和2（2020）年に打ち出されたグリーン成長戦略において、自動車産業でも脱炭素化に向けた
取り組みが「電動化の推進・車の使い方の変革」「燃料のカーボンニュートラル化」「蓄電池」の3項
目を中心に進められることとなりました。特に、電動化については世界規模で加速しており、国内外
向けに自動車を生産している北部九州でも、対応が急がれる分野です。
　電動化に伴い影響を受ける部品は図表2-25にも示している通りですが、不要となる部品として挙
げられるエンジン部品、エンジン制御装置、駆動・伝達及び操縦部品であり、その多くは九州外の
部品メーカーが手がけており、九州の地場企業の影響は限定的と見られます。しかし、軽量化など
の影響で変更となる部品に挙げられている車体部品などは、九州における調達率が高い部品であ
り、地場企業も対応が求められます。一方、新たに搭載されるバッテリー・インバーター、電装品や
電子部品分野については、事業拡大や新規参入が見込まれます。
　九州において、電動化によるマイナスの影響があると回答した企業は、機械加工・プレスや表面
処理分野の業態が多く、反対に、金型や設備、ソフトウェア分野などではプラスの影響を期待する
声が多くなっています。また、電動化への具体的な取り組み内容については、保有技術の高度化に
よる次世代自動車用部品の開発、自動車産業以外への参入・取引拡大、新技術導入による次世代
自動車部品の開発などです。軽量化に向けた素材変更や加工技術の高度化に加え、電動化によっ
て新たな課題となる振動や熱処理での研究開発に取り組む企業が多くなっています。

出所）新素形材産業ビジョン策定委員会「新素形材ビジョン」（平成25（2013）年）より引用

図表2－25　電動化によって影響を受ける自動車部品
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【参考】産業の成長領域 

 本市の産業振興を考えるにあたり、自動車産業、半導体産業、超精密加工分野の３つの

領域を取り上げます。 

 

（１）自動車産業 

令和２（2020）年に打ち出されたグリーン成長戦略において、自動車産業でも脱炭素化

に向けた取り組みが「電動化の推進・車の使い方の変革」「燃料のカーボンニュートラル

化」「蓄電池」の３項目を中心に進められることとなりました。特に、電動化については

世界規模で加速しており、国内外向けに自動車を生産している北部九州でも、対応が急が

れる分野です。 

電動化に伴い影響を受ける部品は図表２－23にも示している通りですが、不要となる部

品として挙げられるエンジン部品、エンジン制御装置、駆動・伝達及び操縦部品であり、

その多くは九州外の部品メーカーが手がけており、九州の地場企業の影響は限定的と見ら

れます。しかし、軽量化などの影響で変更となる部品に挙げられている車体部品などは、

九州における調達率が高い部品であり、地場企業も対応が求められます。一方、新たに搭

載されるバッテリー・インバーター、電装品や電子部品分野については、事業拡大や新規

参入が見込まれます。 

九州において、電動化によるマイナスの影響があると回答した企業は、機械加工・プレ

スや表面処理分野の業態が多く、反対に、金型や設備、ソフトウェア分野などではプラス

の影響を期待する声が多くなっています。また、電動化への具体的な取り組み内容につい

ては、保有技術の高度化による次世代自動車用部品の開発、自動車産業以外への参入・取

引拡大、新技術導入による次世代自動車部品の開発などです。軽量化に向けた素材変更や

加工技術の高度化に加え、電動化によって新たな課題となる振動や熱処理での研究開発に

取り組む企業が多くなっています。 

 

図表２－25 電動化によって影響を受ける自動車部品 

 

出所）新素形材産業ビジョン策定委員会「新素形材ビジョン」（平成 25（2013）年）より

引用 
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第2章 本市の産業を取り巻く状況

（2）半導体産業
　台湾の大手ファウンドリTSMCの日本工場（JASM）が、熊本県菊陽町で令和6（2024）年末の稼
働に向けて設備投資を行っています。投資額は約1兆円に上り、関連企業の進出も相次いでいます。
半導体産業は、改めて我が国における戦略産業として注目を集めています。
　令和3（2021）年の半導体・デジタル産業戦略では、システムを制御し、データ駆動型経済を支え
る基盤デバイスである先端ロジック半導体の量産化と、メモリ、センサー、パワー、マイコンといった
既存工場の事業拡大・再編、先端技術開発等の促進、新たな顧客開拓に向けた技術開発といった
大胆な刷新が掲げられています。
　グリーン投資の世界的な拡大を背景に省エネルギーに資するパワー半導体の需要がますます高
まり、その中でも低消費電力、高速処理が可能となる次世代パワー半導体は電気自動車、人工衛
星、5G/Beyond 5G基地局の性能向上に寄与します。半導体の微細化、省エネルギー、高効率化
のためには、封止材やリードフレーム等半導体材料や製造装置が寄与する部分も大きくなってい
ます。パワーデバイス、車載用LSI、先端ロジック半導体等ターゲットデバイスの開発に資する材料、
製造装置の開発および製造の活性化が九州地域で求められています。
　半導体の線幅（トランジスタのゲート長）は、微細化の一途を辿り、台湾TSMC、韓国サムスン、米
国インテルの3社がその開発・量産の先陣を切っている一方、日本は1990年代以降、先端ロジック
半導体の開発・生産に大きく後れを取っている現状です。半導体の微細化が進めば同じチップ面積
に多くのトランジスタを搭載でき、高機能化が進みます。また、ゲート長が短くなれば、チップの処理
速度の高速化の実現に繋がります。

出所）経済産業省「半導体・デジタル産業戦略」（令和3（2021）年）より引用

図表2－26　半導体・デジタル産業戦略における日本の半導体産業を取り巻く全体像
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（２）半導体産業 

 台湾の大手ファウンドリ TSMCの日本工場（JASM）が、熊本県菊陽町で令和６（2024）

年末の稼働に向けて設備投資を行っています。投資額は約１兆円に上り、関連企業の進出

も相次いでいます。半導体産業は、改めて我が国における戦略産業として注目を集めてい

ます。 

令和３（2021）年の半導体・デジタル産業戦略では、システムを制御し、データ駆動型

経済を支える基盤デバイスである先端ロジック半導体の量産化と、メモリ、センサー、パ

ワー、マイコンといった既存工場の事業拡大・再編、先端技術開発等の促進、新たな顧客

開拓に向けた技術開発といった大胆な刷新が掲げられています。 

グリーン投資の世界的な拡大を背景に省エネルギーに資するパワー半導体の需要がます

ます高まり、その中でも低消費電力、高速処理が可能となる次世代パワー半導体は電気自

動車、人工衛星、5G/Beyond 5G基地局の性能向上に寄与します。半導体の微細化、省エネ

ルギー、高効率化のためには、封止材やリードフレーム等半導体材料や製造装置が寄与す

る部分も大きくなっています。パワーデバイス、車載用 LSI、先端ロジック半導体等ター

ゲットデバイスの開発に資する材料、製造装置の開発および製造の活性化が九州地域で求

められています。 

半導体の線幅（トランジスタのゲート長）は、微細化の一途を辿り、台湾 TSMC、韓国サ

ムスン、米国インテルの３社がその開発・量産の先陣を切っている一方、日本は 1990年

代以降先端ロジック半導体の開発・生産に大きく後れを取っている現状です。半導体の微

細化が進めば同じチップ面積に多くのトランジスタを搭載でき、高機能化が進みます。ま

た、ゲート長が短くなれば、チップの処理速度の高速化の実現に繋がります。 

 

図表２－26 半導体・デジタル産業戦略における日本の半導体産業を取り巻く全体像 

 

出所）経済産業省「半導体・デジタル産業戦略」（令和３（2021）年）より引用 
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（3）超精密加工分野
　先に挙げた自動車産業においてはドライバーの認知・判断・操作をサポートする機能を搭載した
ASV（先進安全自動車）の普及が進んでいます。また、DX推進に伴い、製造業だけではなく幅広い
業界において、ITやAIの技術活用の動きが進んでいます。個人レベルではスマートフォンの普及率
が世界的に伸びています。これらの動きによって、各種センサーやカメラ、半導体といった電子部品
の需要は今後も増加すると見られています。
　電子部品の製造には高い精度の生産技術が不可欠であり、超精密加工もその一つです。精密加
工は、部材の材質や加工方法、形状などによって、設備や技術が異なっていることから、中小中堅企
業がそれぞれ得意分野を持っている傾向にあります。精密加工は、我が国が強みを持つ分野とも言
われており、例えば、スマートフォンの構成部品のサプライヤーの多くが我が国の大手部品メーカー
ですが、精密加工を支えているのは固有技術を持つ中小企業です。市内やその周辺地域にも高い
技術を持つ企業が立地しています。
　精密加工技術は、マーケットの国内外を問わず、そのニーズはますます高まることが予想されます。
固有技術を持つ市内企業のビジネスを後押しするためにも、国や県の支援機関や大学などと連携
して、技術のさらなる高度化を目指した研究開発から商品化、情報発信、マッチング、そして販売拡
大や海外展開までを支援することが必要となります。

出所）微細加工工業会ホームページから引用

図2－27　精密加工・微細加工の技術とその活用分野
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（３）超精密加工分野 

先に挙げた自動車産業においてはドライバーの認知・判断・操作をサポートする機能を

搭載した ASV（先進安全自動車）の普及が進んでいます。また、DX推進に伴い、製造業だ

けではなく幅広い業界において、ITや AIの技術活用の動きが進んでいます。個人レベル

ではスマートフォンの普及率が世界的に伸びています。これらの動きによって、各種セン

サーやカメラ、半導体といった電子部品の需要は今後も増加すると見られています。 

電子部品の製造には高い精度の生産技術が不可欠であり、超精密加工もその一つです。

精密加工は、部材の材質や加工方法、形状などによって、設備や技術が異なっていること

から、中小中堅企業がそれぞれ得意分野を持っている傾向にあります。精密加工は、我が

国が強みを持つ分野とも言われており、例えば、スマートフォンの構成部品のサプライヤ

ーの多くが我が国の大手部品メーカーですが、精密加工を支えているのは固有技術を持つ

中小企業です。市内やその周辺地域にも高い技術を持つ企業が立地しています。 

精密加工技術は、マーケットの国内外を問わず、そのニーズはますます高まることが予

想されます。固有技術を持つ市内企業のビジネスを後押しするためにも、国や県の支援機

関や大学などと連携して、技術のさらなる高度化を目指した研究開発から商品化、情報発

信、マッチング、そして販売拡大や海外展開までを支援することが必要となります。 

 

図２－27 精密加工・微細加工の技術とその活用分野 

 

出所）微細加工工業会ホームページから引用  
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出所）総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工
注1）企業数については、会社数と個人事業所を合算した数値。従業者数は事業所単位の数値。

図表2－28　産業大分類別に見た売上高（企業単位）の構成比（2016年）
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３ 本市産業構造の特徴 

（１）売上高の業種別構成比 

産業大分類別に見た売上高の構成比をみると、製造業（36.9％）と卸売・小売業

（35.6％）が大きく、以下、建設業（8.6％）、医療・福祉（6.9％）が続いています。福

岡県平均と比較すると、製造業が特に高く、全国平均で比較すると製造業、卸売・小売業

が高くなっています。 

 

図表２－28 産業大分類別に見た売上高（企業単位）の構成比（2016年） 

 

出所）総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調

査」再編加工 

注１）企業数については、会社数と個人事業所を合算した数値。従業者数は事業所単位の

数値。 
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8.3%

6.7%
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35.6%

36.3%

30.8%

6.9%
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6.9%
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直方市

福岡県

全国

農業，林業(0.0%) 漁業(0.0%) 鉱業，採石業，砂利採取業(0.0%)
建設業(8.6%) 製造業(36.9%) 電気・ガス・熱供給・水道業(0.0%)
情報通信業(0.2%) 運輸業，郵便業(0.8%) 卸売業，小売業(35.6%)
金融業，保険業(0.1%) 不動産業，物品賃貸業(2.1%) 学術研究，専門・技術サービス業(0.7%)
宿泊業，飲食サービス業(1.3%) 生活関連サービス業，娯楽業(4.6%) 教育，学習支援業(0.6%)
医療，福祉(6.9%) 複合サービス事業(0.0%) サービス業（他に分類されないもの）(1.8%)

（1）売上高の業種別構成比
　産業大分類別に見た売上高の構成比をみると、製造業（36.9％）と卸売・小売業（35.6％）が大き
く、以下、建設業（8.6％）、医療・福祉（6.9％）が続いています。福岡県平均と比較すると、製造業が
特に高く、全国平均で比較すると製造業、卸売・小売業が高くなっています。

　3　本市産業構造の特徴
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（2）稼ぐ力
　「地域経済システム（RESAS）」の労働生産性と付加価値の特化係数分析結果から、本市の稼
ぐ力を見ると、付加価値額は「医療、福祉」、「卸売、小売業」、「製造業」の順に高くなっていますが、
「医療、福祉」以外は、労働生産性が 1 を下回っており、全国よりも労働生産性が低くなっている
ことがわかります。

出所）内閣府「地域経済システム（RESAS）」より九州経済調査協会作成
注1）総務省・経済産業省「平成 28 年経済センサス－活動調査」再加工
注2）特化係数 :域内のある産業の比率を全国の同産業の比率と比較したもの。 1.0を超えていれば、

当該産業が全国に比べて特化している産業とされる。労働生産性の場合は、全国の当該産業の
数値を1としたときの、ある地域の当該産業の数値。労働生産性＝付加価値額（企業単位）÷従業
者数（企業単位）、付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課（費用総額＝売上原価＋
販売費及び一般管理費）

図表2－29　本市の稼ぐ力（2016年）
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付加価値額が比較的高い
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業、娯楽業
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（他に分類されないもの）
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情報通信業

農業、林業
鉱業、採石業、砂利採取業

【従業者数×付加価値額】【労働生産性×付加価値額】
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SWOT分析

強み

脅威機会

弱み

半導体需要の高まり

自動車のEV化 TSMCの熊本進出

急激な円安

物価高・輸送コストの高まり

SDGs未来都市

グリーン産業の活性化 高齢化の進行

小規模な事業所が多い

カーボンニュートラル
への対応

人手不足

自然環境が豊富

交通利利便性の高さ

市内企業の持つ多様な顧客

独自の技術力 製品の利益率が低い

後継者不足

ICT・情報化による
生産性向上

人材教育の不足

市内の就職情報が少ない

オペレーションマネジ
メント人材の不足

材料供給の滞り

製造業、医療・福祉等が盛ん

国際情勢の変化

デジタル田園都市構想

個人消費活動の低迷

大都市と比較した
物価の安さ

ADOX福岡

情報通信産業の不足

（3）本市産業の強みと弱み
　本市の産業について、本市の「強み」「弱み」、社会経済状況の変化や国・県の動きといった外部
要因による「機会」「脅威」に分類し、本市の産業振興施策を検討するための「SWOT分析」を行い
ました。
　強みとしては、製造業、医療・福祉が盛んであることや、市内企業の顧客が多様であること、製造
業などでは独自の技術力を持つ点などが挙げられます。弱みとしては、製品の利益率が低いことに
加え、後継者不足、人手不足、人材教育の不足、オペレーションマネジメント人材の不足など、人材
に関する項目が目立ちます。
　機会としては、カーボンニュートラルに絡むグリーン産業の活性化や半導体需要の高まり、自動
車のEV化などが挙げられます。一方、脅威としては、高齢化の進行や個人消費活動の低迷、国際
情勢の変化、材料供給の滞り、物価高・輸送コストの高まりなどが挙げられます。

出所）九州経済調査協会作成

図表2－30　本市産業のSWOT分析



35第2章　本市の産業を取り巻く状況

（4）本市産業の将来像
　世界人口は増加が続く一方、先進国では人口減少に歯止めが掛からない状況となっています。そ
のような中、持続可能な社会の構築に向け、国連で2015年に採択された「持続可能な開発のため
の2030アジェンダ」の目標SDGsの考え方が、我が国でも展開されています。「誰一人とり残さない」
をテーマに、有限な資源を有効活用し、格差是正と傷んだ地球環境の改善のためのゴールが示さ
れています。そのような中、持続可能という意味において、気候変動による自然災害の多発化・激甚
化を契機に、温室効果ガス対策が喫緊の課題となるなど、私たちの生活や経済の在り方も大きく変
化しつつあります。資源循環型社会の実現のためには、ものづくりや消費の現場での生活様式等の
変革が急務であり、先進国では、物質的な豊かさよりも、よりよく生きること、つまりWell-beingの
増大が求められるようになりました。
　このような大きな変革の中、製造業に代表される本市産業の基幹産業が時勢に乗り遅れずにさ
らに成長して行くには、社会の変化を的確にとらえ、しなやかに対応していく必要があります。その
ためには、それぞれが保有している固有技術のデジタル化を通じて、産業の成長分野で活かすこと
ができるかという模索や、加工度を上げ単品からモジュール化した製品作りなど、付加価値を高め
る努力が必要です。
　また、それぞれが持っている設備の稼働率の最大化を図るネットワーク化や、培った生産技術の
高度化をノウハウとしてソフト化して、競争力の源泉とするなど、技術・技能のデジタル化が価値を
生む源泉となる時代となっていることを踏まえた新たな取り組みも重要となってきます。
　工作機械の操作が手動からデジタル化され、生産性が上がったように様々なセンサー技術を組
み合わせた自動化が今後も進むと考えられます。
　そして、製品を製造している企業は検査データ、あるいは、試験データを蓄積することにより、IoT
技術を活用して予防保全をサービスとして付加し、顧客のリスク回避に寄与するなど、新たな付加
価値を生み出す取り組みが可能となります。このことは、技術・技能の継承者問題の解決にも寄与
すると思われます。
　このように、ものづくりを通じて、この世にない新しい価値・製品を生み出し、よりよく生きるWell-
beingの実現を目指し、新しい時代を切り拓く産業として育てるために、本産業振興ビジョン及びア
クションプランを策定しています。
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４ 本市産業振興における課題 

（１）市内事業者が抱える経営課題 

 市内事業者を対象に行ったアンケート調査によると、自社の経営課題については、売上

高不足という回答が 47.3％と最も高くなっています。以下、利益率が低い（34.2％）、社

員・従業員数不足（30.9％）、高齢化の進行・後継者不足（28.1％）など、人材に関する

課題も上位に挙げられています。 

 

図表２－31 自社の経営課題（複数回答） 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 

 

 

 こうした本市の産業の現況を踏まえ、本市の産業振興における課題について、次のとお

り分析・整理します。 
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売上高が不足している
利益率が低い
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設備の老朽化・不足
特定の客・取引先への依存率が高い

IT化・自動化が進んでいない
販路開拓を行う営業力の不足
市場縮小による販売量の低下
従業員の継続的な雇用が困難

設備投資のための資金調達が難しい
社員・従業員の定着率が低い

そもそも事業の継続が困難である
労働生産性が低い

材料・資材の調達が難しい
製品サービスの企画力や開発力の不足

技術力不足
脱炭素の取組み
操業時間の縮小

その他

（％）

※複数回答

（N＝421）

出所）直方市事業者アンケート結果（令和4（2022）年）

図表2－31　自社の経営課題（複数回答）

（1）市内事業者が抱える経営課題
　市内事業者を対象に行ったアンケート調査によると、自社の経営課題については、売上高不足
という回答が49.6％と最も高くなっています。以下、利益率が低い（36.6％）、社員・従業員数不足
（32.3％）、高齢化の進行・後継者不足（29.5％）など、人材に関する課題も上位に挙げられてい
ます。

　こうした本市の産業の現況を踏まえ、本市の産業振興における課題について、次のとおり分析・
整理します。

　4　本市産業振興における課題
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（2）課題克服に向けた方向性
①付加価値額の向上・競争力の強化
　アンケート調査結果において、経営課題として上位に挙げられた売上高、利益率を好転させるた
めには、付加価値額の向上、競争力の強化に取り組むことが重要です。
　本市の産業別の稼ぐ力（図表2-29）をみると、医療・福祉、卸売・小売業、製造業以外は、労働生
産性、付加価値額双方において特化係数1を下回っており、稼ぐ力が弱いと捉えられます。
　この3つの産業の中でも、将来の需要予測を勘案すると、特に製造業における稼ぐ力の強化が必
要となってきます。

②人材育成・人材確保
　次に課題として挙げられるのは、人材です。アンケート調査において、人材が不足しており解消の
目途はないと回答した事業者は全体の3分の1を超えています。
　人材不足の状況について、業種別のクロス集計結果をみると、製造業の50.7％、医療・福祉
の40.0％が「不足しており解消の目処はない」と回答しており、卸売業・小売業（24.2％）、その他
（29.7％）を大きく上回っています。卸売業・小売業、その他は「おおむね適当で不足していない」が
それぞれ61.5％、55.1％と過半数を占めています。

出所）直方市事業者アンケート結果（令和4（2022）年）

図表2－32　人材不足の現状
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（２）課題克服に向けた方向性 

① 付加価値額の向上・競争力の強化 

アンケート調査結果において、経営課題として上位に挙げられた売上高、利益率を好転

させるためには、付加価値額の向上、競争力の強化に取り組むことが重要です。 

本市の産業別の稼ぐ力（図表２－26）をみると、医療・福祉、卸売・小売業、製造業以

外は、労働生産性、付加価値額双方において特化係数１を下回っており、稼ぐ力が弱いと

捉えられます。 

この３つの産業の中でも、将来の需要予測を勘案すると、特に製造業における稼ぐ力の

強化が必要となってきます。 

 

② 人材育成・人材確保 

次に課題として挙げられるのは、人材です。アンケート調査において、人材が不足して

おり解消の目途はないと回答した事業者は全体の３分の１を超えています。 

人材不足の状況について、業種別のクロス集計結果をみると、製造業の 50.7％、医療・

福祉の 40.0％が「不足しており解消の目処はない」と回答しており、卸売業・小売業

（24.2％）、その他サービス業（29.7％）を大きく上回っています。卸売業・小売業、そ

の他は「おおむね適当で不足していない」がそれぞれ 61.5％、55.1％と過半数を占めてい

ます。 

 

図表２－32 人材不足の現状 

  

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 
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③経営基盤の強化
　事業者が抱える経営課題の解決は、安定した経営基盤なくしては実現できません。市内事業者
へのアンケート結果において、今後の事業展開の実現に向けた必要な取組みとして、技術者の技
術・能力向上や生産設備等の更新・導入、情報化などに加えて、経営陣のマネジメント力の向上や
社内での会社方針の共有といった項目が上位に挙げられています。国内外の環境変化やデジタル
化の流れも踏まえて、企業が自社のビジネスを再考し、新たな成長戦略を描くことによって、市内企
業の経営基盤の強化に繋がっていくと考えられます。また、自分の代で廃業するという回答が2割を
占めており、事業承継などを検討する機会提供など、次の世代に繋げる努力も不可欠です。

出所）直方市事業者アンケート結果（令和4（2022）年）

図表2-33　業種別×人材不足の状況のクロス集計
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図表２-33 業種別×人材不足の状況のクロス集計 

 

出所）直方市事業者アンケート結果（令和４（2022）年） 

 

 

③ 経営基盤の強化 

事業者が抱える経営課題の解決は、安定した経営基盤なくしては実現できません。市内

事業者へのアンケート結果において、今後の事業展開の実現に向けた必要な取組みとし

て、技術者の技術・能力向上や生産設備等の更新・導入、情報化などに加えて、経営陣の

マネジメント力の向上や社内での会社方針の共有といった項目が上位に挙げられていま

す。国内外の環境変化やデジタル化の流れも踏まえて、企業が自社のビジネスを再考し、

新たな成長戦略を描くことによって、市内企業の経営基盤の強化に繋がっていくと考えら

れます。また、自分の代で廃業するという回答が２割を占めており、事業承継などを検討

する機会提供など、次の世代に繋げる努力も不可欠です。 
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図表２－34 今後の事業展開を実現するために必要と考える取り組みについて（複数回
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事、生産等の経営に必要な情報を統合的に管理し、有効に活用するためのシステム 

 

図表２－35 後継者の状況について（無回答除く） 
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④地域資源の活用・産業間の連携
　産業振興においては、地域資源の活用に向けて、産業を問わず企業間の連携を進めることも重
要になります。本市の産業構造に目を向けると、製造業、卸売・小売業、医療・福祉において事業所
数、従業員数ともに数が大きくなっており、地域課題や各々の産業における課題を解決するために、
市内の各産業が連携することによるインパクトは非常に大きいと予想されます。
　アンケート結果において、デジタル化やIT技術の導入について前向きな企業も多いことから、産
業間連携の推進の必要性を示すものです。本市における集積が進んでいない情報サービス業を誘
致し、市内企業のデジタル化を後押しする体制を整備することが重要となります。
　産業別に見ても、医療・福祉が導入を進めている割合が最も高く、医療・介護の最前線となる施
設が数多くあります。医療・介護の現場でのニーズに対応するシステムを共同開発する事例は数多
くあります。課題を抱えた事業者と、解決にむけた技術力を持つ事業者を整理した上で、双方を繋
ぎ合わせ、開発を支援するという取組みが新たなビジネスを生み出すきっかけになると考えられます。

出所）直方市事業者アンケート結果（令和4（2022）年）

図2－36　業種×デジタル化、IT先進技術の導入について
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産業振興のビジョンと基本方針

　前章の内容を踏まえ、「第2次直方市産業振興ビジョン」を次のとおりとします。

ビジョン　＝　革新と挑戦で、新たな価値を生み出す

　市内事業者が、目まぐるしく変化する社会経済等の状況に適応し、今後も成長発展し続ける力を
備えるとともに、あらゆる産業が相互に連携し、雇用の創出や人口の増加、新たな付加価値の創出
など、産業間の相乗効果・波及効果を促し、成長を実現するまちを目指します。
　この「革新と挑戦で、新たな価値を生み出す」の実現のために、あらゆる産業が直面している共通
的な課題への取組みと、本市の強みである産業分野のさらなる成長を推進する取組みの双方を行
うことにより、産業全体の底上げと成長を図ります。
　それぞれの取組みについては、以下の4つの基本方針に基づき実施します。

　昨今の不確実な世の中でも、本市が持続・発展していくためには、これまでの産業形態にこだわら
ず、新たな産業への挑戦が必要です。事業者がSDGsやカーボンニュートラル、第4次産業革命等、
社会情勢の動向を的確に把握し、チャンスを逃さず事業成長の機会をつかむための機運を醸成し
ます。
　また、事業者が持つ固有技術について、研究開発を支援するとともに、価値の源泉である勘や経
験に基づく暗黙知の形式知化を推進し、事業拡大やビジネスモデルの変容といった新たなチャレン
ジを後押しすることにより、新しい付加価値の創出を促進します。
　また、そうした事業者のチャレンジがうまくいかなかった場合でも、再び新たな挑戦ができるよう
な環境整備を行います。

　市内には、製造業を中心に、卸売・小売業やサービス業等も含め、地域雇用の受け皿となる事業
所が数多く立地しています。しかし、進学・就職に伴う若者の転出人口の増加や、都市部への人材
流出が進んでおり、市内産業の人手不足は深刻な状態となっています。
　本計画では、市内事業者の認知度を向上させ、UIJターン人材や副業・兼業人材など、高い技術
を持った人材や、外国人をはじめとする多様な人材の確保・育成を目指します。
　また、次世代を担う人材の育成を推進するとともに、採用後の定着率向上のため、多様化する働
き方や職業観の変化を踏まえ、あらゆる世代が働きやすい環境づくりを促進します。

　基本方針1　チャレンジできる環境を整え、新たな価値の創出へと繋げる

　基本方針2　未来を切り拓く人材を育成し、事業成長を実現する
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　今後の本市の成長発展のためには、本市で長年事業を継続してきた事業者が、本市で持続・発
展できるよう経営基盤づくりが必要不可欠です。傷んでいる産業への継続的な支援を行うとともに、
デジタル技術の活用の促進や経営者層の学び直し等、経営基盤の強化に対する支援を行い、刻一
刻と変化する社会情勢に危機意識をもって適応できるような事業者への成長を推進することで、本
地域の産業技術を将来へ持続させます。
　さらに、高齢化や後継者不在により、廃業を余儀なくされる事業者について、雇用の維持と技術
の継承のため、事業承継を多角的に促進し、地域の技術を次世代へ引き継いでいきます。

　本市には、歴史の変遷とともに築かれた中心市街地や公共交通機能と、商業、サービス業、農業、
医療・福祉など、幅広い産業が集積しています。観光や農業などの幅広い産業関連分野の振興を
推進していくことにより、多くのひとが行き交い、集まってくるような魅力あるまちづくりを行います。
　また、地域が抱える課題を解決する技術や方法について、市民や大学、研究機関、市内事業者と
いった多様な主体と連携して研究開発を行うことで、新たな産業の発展を図ります。
　さらに、将来の新たな産業拠点とするべく、福岡県及び鞍手町と連携して植木地区において、新
たな産業団地の造成事業を進めます。産業用地を確保することにより、市内の産業用地不足の解
消と、データセンター及び半導体関連産業や自動車関連産業に代表される今後も成長が期待され
る分野の産業の集積を目指して、企業誘致を進め、市内経済のさらなる発展に繋げます。
　そして、雇用や生活の利便性といった観点から、まちの機能を支える産業を伸ばし、産業全体が
成長していくことを目指します。

　基本方針3　経営基盤を強化し、地域の技術を持続する

　基本方針4　地域の経営資源を活かし、産業全体の底上げを図る
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基本方針4
地域の経営資源を活かし、産業全体の底上げを図る

ビジョン
革新と挑戦で、新たな価値を生み出す

基本方針1
チャレンジできる環境を整え、
新たな価値の創出へと繋げる

基本方針2
未来を切り拓く人材を育成し、

事業成長を実現する

基本方針3
経営基盤を強化し、地域の技術を持続する

１ 経営層のマネジメント力の
強化

２ 熟練技術の形式知化
３ 稼ぐ力の強化
４ 中核となる中小企業の育成

１ 多様な人材確保の促進
２ 次世代の産業人材の育成
３ 技術者・技能者の育成
４ 働きやすい職場環境の整備

１ 事業継続の支援
２ 経営基盤の強靭化支援
３ 事業承継の促進

１ 新たな交流・関係人口の増加 ４ R&D機能を有した成長産業誘致
２ 産学連携による研究開発の推進 ５ 産業相互の連携促進
３ 産業基盤の確保と活性化
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基本方針 施策の方向性

基本方針1　
チャレンジできる環境を整え、
新たな価値の創出へと繋げる

1　経営層のマネジメント力の強化

2　熟練技術の形式知化

3　稼ぐ力の強化

4　中核となる中小企業の育成

基本方針2　
未来を切り拓く人材を育成し、
事業成長を実現する

1　多様な人材確保の促進

2　次世代の産業人材の育成

3　技術者・技能者の育成

4　働きやすい職場環境の整備

基本方針3　
経営基盤を強化し、
地域の技術を持続する

1　事業継続の支援

2　経営基盤の強靭化支援

3　事業承継の促進

基本方針4　
地域の経営資源を活かし、
産業全体の底上げを図る

1　新たな交流・関係人口の増加

2　産学連携による研究開発の推進

3　産業基盤の確保と活性化

4　R&D機能を有した成長産業誘致

5　産業相互の連携促進

施策の方向性と具体的取組み

　本市が目指す姿を実現するための4つの基本方針に基づき、次の施策をアクションプランとして
実施します。
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（1）経営層を対象とした成長戦略策定支援 ＜新規＞ 
　自社の成長戦略プランを策定するプロセスを通して、中小企業の先進的な取り組みを学び、経営
者のマインドに気付きを与え、事業成長へ向けた行動変容の機会を創出することで、経営層のマネ
ジメント力の強化へと繋げます。

（2）次世代の経営層の育成支援 ＜新規＞
　経営者のマインドが変化しても、企業内の風土を変化させるためには次世代の経営者や企業幹
部職員のマネジメント能力が欠かせません。特に後継者が既に決まっている企業については、社長
に就任するまでの期間で新事業の検討や開拓に挑戦することは重要です。次世代の経営層に対し
てマネジメント力向上、BCP対策などの意識醸成に係るセミナー開催等、関係団体と連携して取り
組みます。

（1）業務のデジタル化推進支援 ＜新規＞ 
　慢性的な人手不足に伴い、熟練の技と言われる職人の勘と経験に頼る技術の継承が困難な状
況となっています。そのため、各企業が保有する熟練者が培ってきた優れた勘と経験の技術を、廉
価となったオープン系のデジタル技術を活用して形式知化を図る支援を行います。
　暗黙知であった勘と経験の技術をAIやIoT等のセンシング技術を活用して形式知化することによ
り、失われつつある技術を継承すると共に、企業の財産である技術を、新たなビジネスモデルへの
展開に向けて活用する足掛かりを促進します。

施策の方向性 具体的取組み

1　経営層のマネジメント力の強化 （1）経営層を対象とした成長戦略策定支援

（2）次世代の経営層の育成支援

2　熟練技術の形式知化 （1）業務のデジタル化推進支援

（2）SIer、フィールドエンジニアの活用支援

3　稼ぐ力の強化 （1）固有技術の研鑽に対する支援

（2）付加価値額向上に向けた新しいビジネスモデル
　  の構築支援

4　中核となる中小企業の育成 （1）中小企業を対象とした伴走型支援

（2）産学官金連携による企業支援

　1　経営層のマネジメント力の強化

　基本方針1　チャレンジできる環境を整え、新たな価値の創出へと繋げる

　2　熟練技術の形式知化
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（2）SIer、フィールドエンジニアの活用支援 ＜新規＞ 
　企業がデジタル化を進めるに当たり、どのソフトウェアを活用し、どのようなオペレーションを行う
かということは、システム導入の成功に関わる重要な事項であり、導入する経営者にとっては、頭を
悩ませる課題の一つです。
　また、デジタル技術を導入した後も、システムを適正に運用していくためには、定期的な改善・保
守、メンテナンスに加え、突発的なシステム障害等のトラブルに対応する必要があります。
　デジタル技術を導入するためのSIerやフィールドエンジニアなど外部人材の活用に対して支援を
行います。

（1）固有技術の研鑽に対する支援＜新規＞ 
　中小企業が事業成長を進めて行くためには、価値の源泉となる固有技術が必要であり、それは、
その分野に特化した専門的な技術で、他の企業が持ち得ない差別化された技術です。技術の高度
化及び高付加価値化、新素材や従来と異なる素材の活用による製品の高付加価値化といった、企
業が他のどこにも負けない固有技術を研鑽するために、工業系の大学や研究機関、産業支援機関
とのネットワークを構築し、プラットフォーム化することにより、新たなチャレンジの後押しを行いま
す。また、技術の応用などによる新事業展開、新分野参入を支援します。

（2）付加価値額向上に向けた新しいビジネスモデルの構築支援＜新規＞ 
　企業が付加価値を上げて行くためには、保有している技術を強みとして、新たな視点からビジネ
スモデルを構築することも一つの手法です。例えば、企業の固有技術である暗黙知を形式知化する
ことにより、海外への技術移転が可能となり、スケールアウトによる拡張、能力増強の可能性も広が
ります。また、国内や海外の工場の稼働状況が情報連携により、リアルタイムに把握でき、お互いに
生産協力体制を構築できれば、もし自社の工場の生産体制が一杯であっても、受注機会を失うこと
なく、無駄なく効率的に生産することができます。
　国内・海外の先進企業の視察や、外部有識者からの専門的助言を通して、これまでとは異なるビ
ジネスモデルの展開の可能性を探り、企業の稼ぐ力の強化を図ります。

　3　稼ぐ力の強化
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（1）中小企業を対象とした伴走型支援
　各事業者が抱える経営課題は各々の状況によって異なり、様々な要因が絡み合っています。解決
するためには、経営者本人が本質的な経営課題に気付き、当事者意識を持って、能動的に行動す
ることが必要となります。
　課題に直面している経営者に対し、国や産業支援機関と連携し、中小企業診断士等の有資格者
や、ITや財務等の分野に強いコンサルタントなどの専門家を活用し、傾聴と対話を繰り返すことによ
り、本質的な課題を洗い出し、経営者本人により、課題を解決する仕組みづくりの支援を行います。

（2）産学官金連携による企業支援
　直方市、直鞍産業振興センター（ADOX福岡）、県、国、金融機関、産業支援機関などの関係機
関との連携強化を図り、相談体制の充実を通じて、事業段階に応じた研究開発、技術開発、販路
拡大、新分野への挑戦を支援します。また、上記の体制を活用した事業者間の連携による新事業
展開を支援します。

　4　中核となる中小企業の育成

施策の方向性 具体的取組み
1　多様な人材確保の促進 （1）高校生を対象とした合同企業説明会の実施

（2）副業、兼業、UIJターン人材の確保及び活用

（3）働く外国人の活躍支援

2　次世代の産業人材の育成 （1）市内小中高生に対する情報発信

（2）若年層を対象とした人材育成の実施

（3）アントレプレナーシップの育成

3　技術者・技能者の育成 （1）オペレーションマネジメントの人材育成支援

（2）リカレント教育の支援

（3）技能者の技能向上支援

4　働きやすい職場環境の整備 （1）健康経営®の支援

（2）誰もが活躍できる環境の整備

　基本方針2　未来を切り拓く人材を育成し、事業成長を実現する
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（1）市内小中高生に対する情報発信
　産業人材を育成するためには、次世代を担う若者が市内企業を身近に感じてもらうことが重要と
なります。市内の小中高生に市内企業の魅力を知ってもらう取組みをキャリア教育の一環として実
施し、本市の将来へ向けた産業人材の育成を進めます。

（2）若年層を対象とした人材育成の実施
　学校教育以外の場で、プログラミング教育など情報技術に実践的に触れる機会を創出し、将来
の進路や仕事選びの選択肢を増やすきっかけをつくり、人材育成へと繋げます。

（3）アントレプレナーシップの育成
　新しい事業を創造し、リスクに挑戦する姿勢は、あらゆる職業で求められるスキルとなります。こ
のアントレプレナーシップ（起業家精神）の姿勢を学ぶ機会を、若年層（小学生など）から取り組んで
いくことを推進します。

　2　次世代の産業人材の育成

（1）高校生を対象とした合同企業説明会の実施 
　製造業や医療・福祉、保育士等、市内事業者では慢性的な人手不足に悩まされています。本地
域の生活圏には5つの高校が立地しているため、事業者からのニーズが高い高校生に対して、市内
の事業者がPRする機会を設け、人手不足の解消に向けて、高校生の市内就職率の向上を目指し
ます。

（2）副業、兼業、UIJターン人材の確保及び活用
　本地域には、デジタル化を推進できる情報通信業を営むIT事業者が不足しています。高度なITス
キルを保有する人材を確保することは、IT事業者が不足する本市にとって、大きな力となります。成
長企業で活躍する人材の知識やスキルを活用したいという企業のニーズと、地域への貢献やスキル
アップ、柔軟な働き方を希望する人材のニーズを結びつけ、副業、兼業人材の確保及び活用を推進
します。
　こうした取組みにより、地域で働くことへの関心を高め、国が後押しする東京圏から地方への移
住の流れの中で、UIJターンのきっかけに繋げると共に、UIJターン人材に本市を選んでもらえるよう
に本市で働く魅力を発信し、UIJターン人材を確保します。また、確保した人材が市内企業と連携し
て活躍できる環境を整えます。

（3）働く外国人の活躍支援
　生産年齢人口の減少により、製造業や介護職場では、人手不足に歯止めが掛かりません。令和
4年に設立した「直方市技能実習生等外国人支援協議会」の活動を通して、技能実習生に代表さ
れる外国人材が安心して働け、活躍できるように、地域文化・歴史の理解促進や地域住民との交流
促進に関する活動、日本語教育の支援等、事業者の受入れ環境整備のための支援に取り組みます。

　1　多様な人材確保の促進
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（1）オペレーションマネジメントの人材育成支援 ＜新規＞ 
　デジタル化を進めて行く上で、ハードウェアやソフトウェアを導入しただけでは、有効には機能し
ません。自社にとって、どのようなシステムが必要で、どのようなオペレーションが必要となるか、オペ
レーションを設計できる人材が必要となります。自社のDX化を進める上で欠かせないオペレーショ
ンを設計できる人材と共に、不足している工場の生産管理を担うことができる人材の育成を支援し
ます。

（2）リカレント教育の支援 ＜新規＞ 
　社会人になってから仕事に関する専門的な知識やスキルを、自ら教育機関等で学び直すリカレン
ト教育は、所属する企業にとっても重要な人材育成となります。一方、企業が新しいスキルを従業
員に身に付けてもらうリスキリングも、経営課題を解決するための企業の施策と言えます。
　現在、誰も経験したことがない不確実性の時代だからこそ、このようなスキルを身に付けて、変動
する社会に対応して行く必要がありますので、企業の人材育成の一貫として、リカレント教育やリス
キリングの取組みを支援します。

（3）技能者の技能向上支援
　中小企業の価値の源泉である固有技術は、現場の技能者の技能レベルに支えられています。自
社で培ってきた現場の技能を向上させることは、ものづくりのベースと成り得ます。技能者の技能を
向上させるためには、難しい技術の習得にチャレンジし、訓練を繰り返す必要があります。
　国や県による技能者育成の機関、施策と連携し、職場から離れて訓練するＯｆｆ－ＪＴにより、技
能者の技能を向上させる環境づくりに取り組みます。

（1）健康経営®7の支援
　働きやすい職場環境整備については、健康経営という考え方を取り入れる企業も増えています。
従業員の心身の健康を支える上でも、企業に対するセミナー開催などを通じて、健康維持、増進を
戦略的に行う健康経営の概念を幅広く普及させ、企業の健康経営推進を後押しすることで、労働
生産性の向上、ワーク・エンゲイジメント8の向上、企業イメージの向上、従業員の定着、離職率の
改善、医療費の軽減を図ります。

　3　技術者・技能者の育成

　4　働きやすい職場環境の整備

―――――――――――――――――――
7）健康経営®…ＮＰＯ法人健康経営研究会の登録商標です。
8）ワーク・エンゲイジメント…「仕事から活力を得ていきいきとしている」（活力）、「仕事に誇りとやりがいを感
じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）の3つが揃った状態のこと。
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（2）誰もが活躍できる環境の整備
　ダイバーシティが推進される社会の中で、仕事と家庭を両立できる職場環境づくりや、多様な働
き方を推進する取り組みが重要となります。一方、生産年齢人口が減少する中で、労働力を確保す
ることは、社会の大きな課題の一つです。企業が働き方改革を進める上で、他の企業の優良事例の
紹介やセミナー開催などを通じて、年齢、性別に関係なく、誰もが働きやすい職場環境の構築を後
押しし、人生のライフイベントにおいて、育児や介護等、休職後の復職の際にも働きやすい環境整
備の普及を目指します。

施策の方向性 具体的取組み
1　事業継続の支援 （1）情報発信の強化

（2）社会情勢に即応する補助金及び給付金事業

（3）経営基盤の安定化支援

2　経営基盤の強靭化支援 （1）直鞍ビジネス支援センター事業の実施

（2）市内企業のデジタル技術の導入支援

3　事業承継の促進 （1）事業承継におけるシーズとニーズの発掘

（2）事業承継の伴走型支援

　基本方針3　経営基盤を強化し、地域の技術を持続する

（1）情報発信の強化
　市内事業所アンケート結果にもある通り、本市に求める支援策として、「国や福岡県の中小企業
支援情報の提供」が挙がっています。
　市内事業者全体に対して、SNSなどソーシャルメディアやデジタル技術を活用しながら、より情報
が届くように取り組みます。

（2）社会情勢に即応する補助金及び給付金事業
　新型コロナウイルス感染症の影響や、ロシアによるウクライナ侵攻を起因とする物価高騰など、社
会情勢の急激な変化の影響を受け、傷んでいる市内事業者を対象として、補助金及び給付金を活
用し、迅速で効果的な支援を実施します。

（3）経営基盤の安定化支援
　中小企業、小規模事業者の資金繰りの安定化を支援するためのセーフティネット保証や中小企
業等経営強化法に基づく先端設備等導入計画の認定などを通して、経営基盤の安定化について引
き続き支援します。

　1　事業継続の支援
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（1）直鞍ビジネス支援センター事業の実施
　令和4（2022）年度に中心市街地の「のおがたベース」へ移転した直鞍ビジネス支援センターでは、
現在はチーフアドバイザー及び二人の専門アドバイザーの3名体制の経営相談窓口を運営していま
す。引き続き経営相談を行うとともに、経営安定のための事業資金の円滑な借入れの支援など、状
況に併せて直方商工会議所と連携しながら適切な支援を行っていきます。
 
（2）市内企業のデジタル技術の導入支援
　変化し続ける社会環境への対応や持続的な成長を促進させるため、市内企業がデジタル技術を導
入して企業経営の効率化を行うことに対して、補助制度やセミナーの開催などを通じて支援します。

（1）事業承継におけるシーズとニーズの発掘 ＜新規＞
　市内事業者アンケートにおいても、事業承継を希望するものの候補者がいないという回答が4.4％、
廃業する予定であるという回答が21.1％あり、市内事業者の事業継承の必要性があることがわかり
ました。まずは市内企業の事業承継に対する意向の把握に努めるとともに、県や国の施策を活用し
ながら、県外を含めた企業間のマッチングに資する取り組みを推進します。

（2）事業承継の伴走型支援 ＜新規＞ 
　事業承継は、様々な形態がありますが、地域の技術を途絶えさせることがないよう、市、金融機
関、産業支援機関との連携強化を図り、相談体制の充実や事業承継に係る具体的な取り組みをサ
ポートするとともに、承継後の事業展開についても一体的に支援します。また、事業の多角化、拡大
を目指す経営者とのマッチングを支援し、M＆Aによる事業拡大を支援します。

　2　経営基盤の強靭化支援

　3　事業承継の促進
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施策の方向性 具体的取組み

1　新たな交流・関係人口の増加 （1）観光振興事業

（2）中心市街地賑わいづくりの推進

2　産学連携による研究開発の推進 （1）課題解決型 IT技術実証事業の実施

（2）産業技術における大学研究機関等との共同研究
の実施

（3）直方市 IoT推進ラボによる交流事業

3　産業基盤の確保と活性化 （1）産業団地造成事業

（2）既存企業や産業団地の事業活動を促進する環境
整備

（3）設備投資に対する支援

（4）新たな産業集積地の整備検討

4　R&D機能を有した成長産業誘致 （1）超精密加工分野の企業誘致

（2）中心市街地への IT事業者の誘致

（3）スタートアップ支援

5　産業相互の連携促進 （1）産業間連携による新たな商品・サービス開発の支援

（2）直鞍産業振興センター（ADOX福岡）との連携の強化

（3）カーボンニュートラル対応への支援

　基本方針4　地域の経営資源を活かし、産業全体の底上げを図る

（1）観光振興事業
　令和4（2022）年3月に策定した「直方市観光基本計画」に沿って、（一社）直方市観光物産振興
協会とともに観光振興に取り組みます。併せて、本市の農産物のブランドイメージを確立し、6次化
商品などの特産品を開発・販売していくことで、交流人口や関係人口を創出し、拡大していきます。

（2）中心市街地賑わいづくりの推進
　中心市街地商店街において、商業機能だけでなく、働く場所としてのオフィス機能や子育て支援
センター、経営相談スペースなど、異なる様々な機能を配置し、新しい人の流れの創出に取り組みま
す。また、商店街組織、物件所有者、直方商工会議所、（株）まちづくり直方等と連携し、商店街の
空き店舗等、中心市街地の遊休物件のリノベーション等の手法を用いて、まちの賑わいづくりを推
進します。

　1　新たな交流・関係人口の増加
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（1）課題解決型 IT技術実証事業の実施
　行政課題や社会課題、市内の様々な産業分野が抱える課題を解決するため、デジタル技術を活
用した実証事業を支援し、解決に必要な技術の検証を行います。このような課題に対して、IT技術
を活用することにより、課題解決を行う新たなビジネスモデルを構築し、社会システムとして、新たな
産業の創出を目指します。

（2）産業技術における大学研究機関等との共同研究の実施
　事業者の新たな取組みや研究開発の推進には、大学や研究機関等の専門的な連携が必要とな
ります。周辺の大学や研究機関とのネットワークを構築し、集積された情報や技術の活用を促進す
ることで、事業者の新たな価値創造を推進します。

（3）直方市 IoT推進ラボによる交流事業
　市内の各企業や団体と連携して、市内のIoT化を進める「直方市 IoT推進ラボ」において、セミ
ナーの開催や意見交換の実施などを通じて、地域経済の活性化を図ります。

（1）産業団地造成事業
　九州自動車道鞍手インターチェンジや新幹線に近接している本市の植木地区において、産業団
地の整備を進めると共に、データセンターの立地を目指し、不足している産業用地を確保します。
　また、既存の産業団地の区画は完売状態となっているため、進出を希望する企業ニーズに早期に
応えるためにも、さらなる産業団地の造成が求められています。民間企業による開発など、民間活力
の活用も視野に、市内の産業団地造成について継続して検討していきます。

（2）既存企業や産業団地の事業活動を促進する環境整備
　市内には完成から50年以上経過している工業団地を始め、長い年月を掛けて稼働している産業
団地が多く、各産業団地におけるインフラの整備・改修などが必要な時期となっています。市内の既
存企業の新たな事業活動を促進するため、随時、公有地である周辺環境の基盤整備に対応します。

　2　産学連携による研究開発の推進

　3　産業基盤の確保と活性化
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（3）設備投資に対する支援
　製造や研究開発用の工場等を新設または増設した企業に対して奨励金を交付する「企業立地促
進奨励金」の制度を継続して運用し、事業者による設備投資を支援します。

（4）新たな産業集積地の整備検討＜新規＞
　本市の植木地区にデータセンターが立地した場合、関連する産業集積としては、蓄電池関連企業
や大容量データを使って研究分析する研究開発部門の企業などが想定されます。また、データセン
ターに直接関係しなくとも、産業集積の機運が高まったことによる既存企業の規模拡張なども考えら
れます。さらに、近隣を通過する山陽新幹線の新駅の整備や周辺の新たな都市開発などが進むなら
ば、本市全体に対しても影響が大きく、今までとは全く異なる、未来のまちの絵が描けることとなります。
　このような新たな産業集積地は、本市のさらなる成長を後押しする大きな力となり、将来にわたり発
展していく上で重要な礎となりますので、植木地区にある学校跡地である遊休公有地の一体的な開
発を含め、その整備について検討します。

（1）超精密加工分野の企業誘致＜新規＞ 
　市内の産業特性と福岡市と北九州市の2つの政令指定都市の中間に位置する地理的優位性を
効果的に活用し、「直方市企業誘致方針」に基づき、自動車産業、半導体分野、センサー等の電子
部品などをターゲットとして、高精度なものづくりを支える加工技術を中心に、グローバルニッチトッ
プの製造業の強化、集積を目指します。そのためには、市場を牽引し得る技術の開発と市内中小企
業の研究開発機能の高度化が必要となります。大学、公的機関、大企業との連携を後押しするほ
か、研究開発機能の誘致を推進します。

　4　Ｒ＆Ｄ機能を有した成長産業誘致
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（2）中心市街地へのIT事業者の誘致
　市内企業のデジタル化の取組みを推進するためには、IT技術を取り入れるだけではなく、その技術
を自社で稼働することができるようになるまで、伴走支援できる情報関連企業が必要となります。市内
の製造業や医療、福祉等を中心とした既存の産業を後押しできるIT情報技術を保有した事業者の
立地を目指し、IT事業者を誘致します。また、そうした事業者を中心市街地に誘致することにより、ま
ちの賑わいの創出と地域経済の活性化にも繋げます。

（3）スタートアップ支援
　「直方市創業支援等事業計画」に基づき、直方市、直方商工会議所、金融機関等との連携を軸に
情報の一元化を図り、市内または直鞍地域内における創業を検討している方に対し、創業前から創
業後の安定経営に至るフォローアップまで、その段階に合った経営支援や資金調達に向けたアドバイ
ス等、効率的かつ具体的な支援を実施します。
　また、スタートアップのベンチャー企業を育成し、製造業等の既存産業とマッチングすることを通し
て、イノベーションを誘発する環境を整備します。

図表4－1　本市の企業誘致方針
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図表４－１ 本市の企業誘致方針 

 

 

 

（２）中心市街地への IT事業者の誘致 

市内企業のデジタル化の取組みを推進するためには、IT技術を取り入れるだけではな

く、その技術を自社で稼働することができるようになるまで、伴走支援できる情報関連

企業が必要となります。市内の製造業や医療、福祉等を中心とした既存の産業を後押し

できる IT情報技術を保有した事業者の立地を目指し、IT事業者を誘致します。また、そ

うした事業者を中心市街地に誘致することにより、まちの賑わいの創出と地域経済の活

性化にも繋げます。 

 

（３）スタートアップ支援 

「直方市創業支援等事業計画」に基づき、直方市、直方商工会議所、金融機関等との連

携を軸に情報の一元化を図り、市内または直鞍地域内における創業を検討している方に

対し、創業前から創業後の安定経営に至るフォローアップまで、その段階に合った経営

支援や資金調達に向けたアドバイス等、効率的かつ具体的な支援を実施します。 

また、スタートアップのベンチャー企業を育成し、製造業等の既存産業とマッチングす

ることを通して、イノベーションを誘発する環境を整備します。 
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（1）産業間連携による新たな商品・サービス開発の支援 ＜新規＞
　本市には、製造業、卸売・小売業、医療・福祉などの企業が集積しています。稼ぐ力を高めていくた
めには、自社の取り組みに加えて、技術やサービスの面で強みを持つ市内企業との連携も大きな力
になります。異業種間に横串を刺す産業間連携により、新商品、新サービスの開発や、商品化、販
売化を目指して、異業種間のマッチングや開発支援に取り組みます。

（2）直鞍産業振興センター（ADOX福岡）との連携の強化
　直鞍産業振興センターを本地域に集積している多種多様な産業を支援するための拠点施設と
位置付け、市内及び直鞍地域の研究開発支援や直鞍次世代産業研究会や直鞍自動車産業研究
会といった、直鞍地域の企業による研究会運営の支援、人材育成に関する事業を連携して推進し、
地域の企業の技術・技能の集積化及び高度化を図り、もって市内企業の受注機会の増加を促進し
ます。
　また、電磁両立性（EMC）試験について、刻一刻と進化する電子機器の国際規格に応じた試験の
実施や評価を継続して行うと共に、EMC人材を育成することにより、企業の開発業務を促進します。

（3）カーボンニュートラル対応への支援
　本市はSDGs未来都市の選定やゼロカーボンシティ宣言をするなど、持続可能な社会の発展に
寄与していくこととしています。しかし、事業者アンケート結果にもある通り、企業の多くは、自社の
経営に何らかの影響があると感じつつも、具体的な方策を検討するまでに至っていません。まずは
省エネ技術やCO2削減に関する情報を広く周知し、企業がカーボンニュートラルに取り組むきっか
けとなる行政の支援が重要です。
　また、脱炭素社会の実現に向けて、既存の産業支援機関とも連携を図りながら、産学官民金の
連携による伴走型の支援体制を構築し、企業や次世代を担う市民など、ターゲットを絞った施策を
順に展開していきます。

　5　産業相互の連携促進
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第5章
C h a p t e r  5

実現に向けて

　本計画は、有識者や市内事業者、行政などで構成する「直方市中小企業振興審議会」において、
毎年度の進捗状況を検証すると共に、会議内で出された意見を踏まえ、次年度以降の取組みに反
映させます。
　本計画の実現にあたっては、国や福岡県が掲げる産業振興施策と連携して様々な施策を展開し
ます。
　また、市内事業者、経済関連団体、産業支援機関及び教育機関などと協働を図るとともに、庁内
の関係部署を横断した柔軟な事業実施を行います。

　1　推進体制
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第５章 実現に向けて 

１ 推進体制 

本計画は、有識者や市内事業者、行政などで構成する「直方市中小企業振興審議会」に

おいて、毎年度の進捗状況を検証すると共に、会議内で出された意見を踏まえ、次年度以

降の取組みに反映させます。 

本計画の実現にあたっては、国や福岡県が掲げる産業振興施策と連携して様々な施策を

展開します。 

また、市内事業者、経済関連団体、産業支援機関及び教育機関などと協働を図るととも

に、庁内の関係部署を横断した柔軟な事業実施を行います。 
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＜達成指標KGI＞

指標 基準値 目標値

市内給与所得者の総所得額の増加 令和3（2021）年度 :
564.70億円

令和9（2027）年度 :
671.67億円

市内総生産額の増加 令和元（2019）年度 :
2,101.55億円

令和9（2027）年度 :
2,440.64億円

　本計画に基づく各種施策の成果を図るため、ビジョンを達成する上で、その達成度合いを図る定
量的な指標であるKPI（重要業績評価指標）と、ビジョンに対する評価であるKGI（重要目標達成指
標）を以下のとおり設定します。
　KPIにより、適切な進捗管理を行うとともに、日々変化する社会情勢をとらえ、適宜見直しを図っ
ていくなど、状況に応じ施策を展開します。

　市内給与所得者の総所得額の増加について、令和3（2021）年度を基準年とし、5年間の計画期
間中、15%（年平均3%）の増加を目指します。
　なお、令和4（2022）年度の数値は、令和元（2019）年度から令和2（2020）年度の市内給与所得
者の総所得額の実績に基づき算出した予測値となっているため、実績を把握次第、適宜更新を行
うこととします。

　2　進捗管理
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２ 進捗管理 

 本計画に基づく各種施策の成果を図るため、ビジョンを達成する上で、その達成度合い

を図る定量的な指標である KPI（重要業績評価指標）と、ビジョンに対する評価である

KGI（重要目標達成指標）を以下のとおり設定します。 

KPIにより、適切な進捗管理を行うとともに、日々変化する社会情勢をとらえ、適宜見直

しを図っていくなど、状況に応じ施策を展開します。 

 

＜達成指標 KGI＞ 

指標 基準値 目標値 

市内給与所得者の総所得額の増加 
令和３（2021）年度： 

537.00億円 

令和９（2027）年度： 

671.67億円 

市内総生産額の増加 
令和元（2019）年度： 

2,101.55億円 

令和９（2027）年度： 

2,440.64億円 

 

市内給与所得者の総所得額の増加について、令和３（2021）年度を基準年とし、５年間

の計画期間中、15％（年平均３％）の増加を目指します。 

なお、令和４（2022）年度の数値は、令和元（2019）年度から令和２（2020）年度の市

内給与所得者の総所得額の実績に基づき算出した予測値となっているため、実績を把握次

第、適宜更新を行うこととします。 

 

  

（千円） （%）
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　市内総生産額の増加については、令和元（2019）年度を基準とし、5年間の計画期間中、10%（年
平均2%）の増加を目指します。
　なお、令和2（2020）年度から令和4（2022）年度の数値は福岡県市町村民経済計算（平成23～
令和元年度）に基づき算出した予測値となっているため、数値が公表された場合、適宜更新を行う
こととします。
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市内総生産額の増加については、令和元（2019）年度を基準とし、５年間の計画期間

中、10％（年平均２％）の増加を目指します。 

なお、令和２（2020）年度から令和４（2022）年度の数値は福岡県市町村民経済計算

（平成 23～令和元年度）に基づき算出した予測値となっているため、数値が公表された場

合、適宜更新を行うこととします。 

 

  

（百万） （%）
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＜評価指標KPI＞

KPI 基準値 目標値

成長戦略の策定に関する支援を実施した企業数 ― 計画期間中
10社

合同企業説明会の参加者数 令和元年度
82人 100人 /年

高卒者の地元就職率
※就職希望者における市内就職者の割合
　（学区内5校を対象）

令和元年度
18.0%

令和9年度
25.0%

女性（15~64歳）の就業率
※女性の人口（総数）に占める労働力人口（総数）
　の割合（「国勢調査」より）

平成27年
62.2%

令和9年
70.0%

新規創業件数
※認定創業支援等事業計画に基づく支援を
　行った新規創業件数

― 計画期間中
120件

事業承継に関する支援を実施した企業数 ― 計画期間中
5社

昼間人口
※「国勢調査」より

平成27年度
60,081人

令和9年度
60,000人以上
（維持）

大学研究機関が参画した共同研究の件数 ― 計画期間中
1件
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令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

基本方針1
＜重点＞

1　経営層のマネジメント力の強化

経営層を対象とした
成長戦略策定支援

事業化

次世代の経営層の育成
支援

事業検討
☆

事業化

2　熟練技術の形式知化

業務のデジタル化
推進支援

事業検討
☆

事業化

SIer、フィールド
エンジニアの活用支援

事業検討
☆

事業化

3　稼ぐ力の強化

固有技術の研鑽に
対する支援

事業検討
☆

事業化

付加価値額向上に
向けた新しいビジネス
モデルの構築支援

事業検討
☆

事業化

4　中核となる中小企業の育成

中小企業を対象とした
伴走型支援

事業化

産学官金連携による
企業支援

事業検討
☆

事業化

基本方針2 1　多様な人材の確保

高校生を対象とした
合同企業説明会の実施

継続

副業、兼業、UIJターン
人材の確保及び活用

事業検討
☆

事業化

働く外国人の活躍支援 継続

＜5年間のロードマップ＞
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令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

2　次世代の産業人材の育成

市内小中高生に対する
情報発信

事業検討
☆

事業化

若年層を対象とした
人材育成の実施

継続

アントレプレナー
シップの育成

継続

3　技術者・技能者の育成

オペレーション
マネジメントの人材
育成支援

事業検討
☆

事業化

リカレント教育の支援 事業検討
☆

事業化

技能者の技能向上
支援 

事業検討
☆

事業化

4　働きやすい職場環境の整備

健康経営®の支援 継続

誰もが活躍できる
環境の整備

事業検討
☆

事業化

基本方針3 1　事業継続の支援

情報発信の強化 随時実行

社会情勢に即応する
補助金及び給付金事業

随時実行

経営基盤の安定化支援 継続

2　経営基盤の強靭化支援

直鞍ビジネス支援
センター事業の実施

継続

市内企業のデジタル
技術の導入支援

継続
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令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

3　事業承継の促進

事業承継における
シーズとニーズの発掘

調査

事業承継の伴走型支援 事業検討
☆

事業化

基本方針4 1　新たな交流・関係人口の増加

観光振興事業 継続

中心市街地賑わい
づくりの推進

継続

2　産学連携による研究開発の推進

課題解決型 IT技術実証
事業の実施

継続

産業技術における大学
研究機関等との共同
研究の実施

継続

直方市 IoT推進ラボに
よる交流事業

継続

3　産業基盤の確保と活性化

産業団地造成事業 継続

既存企業や産業団地の
事業活動を促進する
環境整備

随時実行

設備投資に対する支援 継続

新たな産業集積地の
整備検討

事業検討

4　R&D機能を有した成長産業誘致

超精密加工分野の
企業誘致

事業検討
☆

事業化

中心市街地への
IT事業者の誘致

継続

スタートアップ支援 継続



67第5章　実現に向けて

令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

5　産業相互の連携促進

産業間連携による
新たな商品・サービス
開発の支援 

事業検討
☆

事業化

直鞍産業振興センター
（ADOX福岡）との連携
の強化

継続

カーボンニュートラル
対応への支援

事業検討
☆

事業化


